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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

売上高 （百万円） 93,897 96,650 119,578 141,111 162,493

経常利益 （百万円） 4,347 9,225 14,114 17,146 10,570

当期純利益 （百万円） 1,268 5,493 7,323 8,522 10,504

包括利益 （百万円） － － 7,579 9,040 11,806

純資産額 （百万円） 31,579 33,464 38,677 43,594 50,587

総資産額 （百万円） 67,291 83,723 111,689 136,366 81,425

１株当たり純資産額 （円） 396.87 465.11 564.99 645.18 731.86

１株当たり

当期純利益金額
（円） 19.55 84.73 112.81 131.62 166.41

潜在株式調整後

１株当たり

当期純利益金額

（円） － － 112.64 131.54 166.39

自己資本比率 （％） 38.2 36.0 33.0 30.6 56.0

自己資本利益率 （％） 5.1 19.7 21.9 21.7 24.0

株価収益率 （倍） 59.00 17.77 18.48 12.79 16.30

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,760 10,969 8,268 13,627 4,980

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,597 △7,796 △8,564 △10,913 10,837

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 376 △954 △1,665 △1,548 △7,081

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 17,982 20,134 18,108 19,248 28,448

従業員数 （人） 2,036 1,677 1,981 2,437 2,661

（外、平均臨時雇用者
数）

　 (462) (465) (616) (945) (1,371)
 

(注)　１　売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。

２　平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いました。このため、第12期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額」を算定しております。

　　また、第16期末時点の株価は、当該株式分割に係る権利落ち後の株価となっております。したがって、第

16期の株価収益率については、当該権利落ち後の株価を当該株式分割を考慮した１株当たり当期純利益金額

で除して算定しております。

３　第12期及び第13期は希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について記載しておりません。

４　従業員数は各期の正社員の合計であります。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

売上高 （百万円） 42,442 55,508 74,136 80,640 88,519

経常利益又は経常損失
(△)

（百万円） △38 3,491 8,125 8,566 △1,360

当期純利益 （百万円） 174 3,317 5,125 5,691 16,358

資本金 （百万円） 6,771 6,771 7,177 7,203 7,203

発行済株式総数 （株） 648,343 648,343 652,251 652,497 632,133

純資産額 （百万円） 16,447 18,718 23,164 25,599 35,034

総資産額 （百万円） 23,138 29,614 39,434 41,260 54,460

１株当たり純資産額 （円） 253.68 288.28 354.16 393.55 559.90

１株当たり配当額 （円） 1,000.00 2,200.00 3,500.00 3,500.00 3,500.00

（うち１株当たり

中間配当額）
　 (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり

当期純利益金額
（円） 2.69 51.16 78.95 87.89 259.14

潜在株式調整後

１株当たり

当期純利益金額

（円） － － 78.83 87.83 259.11

自己資本比率 （％） 71.1 63.1 58.6 61.7 64.0

自己資本利益率 （％） 1.1 18.9 24.5 23.4 54.2

株価収益率 （倍） 428.36 29.44 26.41 19.16 10.47

配当性向 （％） 371.2 43.0 44.3 39.8 13.5

従業員数 （人） 760 768 945 1,381 1,494

（外、平均臨時雇用者
数）

　 (126) (147) (237) (385) (511)
 

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いました。このため、第12期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額」を算定しております。

　　また、第16期末時点の株価は、当該株式分割に係る権利落ち後の株価となっております。したがって、第

16期の株価収益率については、当該権利落ち後の株価を当該株式分割を考慮した１株当たり当期純利益金額

で除して算定しております。

３　第12期及び第13期は希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について記載しておりません。

４　従業員数は各期の正社員の合計であります。
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２ 【沿革】

年月 概要

平成10年３月 東京都港区に当社設立

平成11年４月 本店の所在地を東京都港区北青山三丁目５番30号に移転

平成11年11月 「㈱ネットプライス（現㈱ネットプライスドットコム）」を設立

平成12年３月 当社が東京証券取引所新興企業市場（マザーズ）に上場

本店の所在地を東京都渋谷区道玄坂一丁目12番１号（渋谷マークシティ）に移転

平成12年５月 モバイル関連事業を行う「㈱シーエー・モバイル」を設立

平成15年９月 「㈱シーエー・キャピタル（現㈱サイバーエージェントFX）」を設立し、FX事業に参入

平成16年７月 「㈱ネットプライス（現㈱ネットプライスドットコム）」が東京証券取引所新興企業市

場（マザーズ）に上場

平成16年９月 「アメーバブログ（現Ameba）」を開始

平成18年４月 「㈱サイバーエージェント・インベストメント（現㈱サイバーエージェント・ベン

チャーズ）」を設立

平成19年７月 アドテクノロジー事業を行う「㈱マイクロアド」を会社分割により設立

平成21年２月 Amebaにおいて、「アメーバピグ」を開始

平成21年４月 スマートフォンに特化した広告代理事業を行う「㈱CyberZ」を設立

平成21年５月 「㈱サムザップ」を設立し、ソーシャルゲーム事業を本格的に開始

平成21年11月 「㈱ネットプライスドットコム」の株式の一部を売却し、持分法適用関連会社化

平成22年７月 スマートフォン向けアプリ事業を強化するため、「㈱アプリボット」を設立

平成23年４月 ㈱ディー・エヌ・エーと合弁で、スマートフォン向けアドネットワーク事業を行う

「㈱AMoAd」を設立

平成23年５月 ソーシャルゲーム事業強化のため、「㈱Cygames」を設立

平成24年６月 スマートフォン向けコミュニティ＆ゲーム「Ameba」を開始

平成24年10月 Amebaにおいて学園カードゲーム「ガールフレンド（仮）」を開始

平成24年12月 ㈱Cygamesと㈱ディー・エヌ・エーとの間で資本・業務提携を実施

平成25年１月 ㈱サイバーエージェントFXの全株式を売却し、FX事業から撤退

平成25年５月 IT人材の早期育成を目的として、ライフイズテック㈱と合弁で、小学生向けプログラミ

ング教育事業を行う「㈱CA Tech Kids」を設立
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３ 【事業の内容】

(1) 事業の概要

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は平成25年９月30日現在、当社（株式会社サイバーエージェン

ト）、連結子会社49社（うち４組合）、持分法適用非連結子会社及び関連会社５社（うち２組合）によって

構成されております。

　なお、報告セグメントにつきましては、第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった㈱サイ

バーエージェントFXの全株式を売却し、FX事業から撤退したことに伴い、平成25年９月30日現在では、

Ameba関連事業、SAP・その他メディア事業、インターネット広告事業、投資育成事業に区分しております。

会社名 主な事業内容 当社との関係

Ameba関連事業 　
㈱サイバーエージェント 「Ameba」及び「アメーバピグ」の運営 ―

㈱AMoAd スマートフォン向けアドネットワーク事業 連結子会社

SAP・その他メディア事業 　
㈱Cygames ソーシャルゲーム事業 連結子会社

㈱サムザップ ソーシャルゲーム事業 連結子会社

㈱アプリボット ソーシャルゲーム事業 連結子会社

㈱シーエー・モバイル スマートフォン及びPCメディアの運営 連結子会社

インターネット広告事業 　
㈱サイバーエージェント 広告代理事業、アドテクノロジー事業 ―

㈱マイクロアド アドテクノロジー事業 連結子会社

㈱CyberZ スマートフォン向け広告に特化した広告代理事業 連結子会社

投資育成事業 　
㈱サイバーエージェント コーポレートベンチャーキャピタル事業 ―

㈱サイバーエージェント・

ベンチャーズ
ファンド設立及び運営 連結子会社
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(2) 企業集団の事業系統図

　当社グループを図表に示すと以下のようになります。
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４ 【関係会社の状況】

平成25年９月30日現在

会社名 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容

議決権の所有
（被所有）割合

(％)

関係内容

(連結子会社)

  ㈱Cygames

（注１）
東京都渋谷区 52百万円

ソーシャルゲーム

事業
74.0

役員の兼任

事業所の賃貸借

広告取引

  ㈱シーエー・モバイル

（注２）
東京都渋谷区 1,891百万円

スマートフォン及

びPCメディアの運

営等

89.5
役員の兼任

広告取引

　他47社（うち４組合） 　 　 　 　 　

(持分法適用非連結子会社及び関

連会社)

  ㈱ネットプライスドットコム

（注３）
東京都品川区 2,331百万円

Eコマース事業、イ

ンキュベーション

事業

38.3 －

　他４社（うち２組合） 　 　 　 　 　
 

(注)１　㈱Cygamesについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 32,124百万円

　 (2) 経常利益 8,739百万円

　 (3) 当期純利益 4,674百万円

　 (4) 純資産額 7,426百万円

　 (5) 総資産額 12,351百万円
 

２　特定子会社に該当しております。

３　有価証券報告書提出会社であります。
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５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成25年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

Ameba関連事業 1,112 （545）

SAP・その他メディア事業 784 （455）

インターネット広告事業 642 （234）

投資育成事業 24 （9）

FX事業 － （7）

全社（共通） 99 （121）

合計 2,661 （1,371）
 

(注)　１　従業員数は、就業人員であります。

２　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成25年９月30日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,494 （511） 30.3 3.6 6,659
 

　

セグメントの名称 従業員数(人)

Ameba関連事業 1,017 （352）

SAP・その他メディア事業 14 （1）

インターネット広告事業 357 （62）

投資育成事業 7 （4）

全社（共通） 99 （92）

合計 1,494 （511）
 

(注)　１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　平均年間給与は、平均人員を基に算出しております。

４　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

　
(3)　労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

平成25年3月末のスマートフォン普及率（契約数）は37.3％となり、平成27年には53.6％と過半数を

超える見通しとなっております（注１）。また、スマートフォン・携帯流通マネー（スマートフォン・

携帯電話を介して流通している金額）の市場規模が前年の2.4兆円から70.9％増の4.2兆円になる等、ス

マートフォン市場の急成長が続いております（注２）。インターネット広告市場につきましても、平成

24年の市場規模は前年比7.7％増の8,680億円と順調に拡大しております（注３）。

このような環境のもと、当社グループは、スマートフォン向けコミュニティ＆ゲーム「Ameba」を本

格始動し、TVCMや交通広告等の大規模プロモーションを展開する等、スマートフォン関連事業に経営資

源を集中するとともに、インターネット広告事業の再強化やSAP（ソーシャルゲーム）事業の拡大にも

注力してまいりました。その一方で、FX事業を売却する等の事業再編も進めてまいりました。

この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は162,493百万円（前年同期比15.2％

増）、営業利益は10,318百万円（前年同期比40.7％減）、経常利益は10,570百万円（前年同期比38.3％

減）、当期純利益は10,504百万円（前年同期比23.3％増）となりました。

出所　（注１）MM総研　（注２）日経BPコンサルティング　（注３）電通

　
セグメント別の業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較

については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

　
①Ameba関連事業

　Ameba関連事業には、Ameba、アメーバピグ、AMoAd等が属しております。

　当事業におきましては、スマートフォン向けコミュニティ＆ゲーム「Ameba」の成功に向け、大規模

なプロモーション展開や前期までインターネット広告事業（旧ネットビジネス総合事業）に属していた

スマートフォンメディアの新規開発事業の統合等を行ったため、売上高は28,907百万円（前年同期比

13.6％増）、営業損益は8,715百万円の損失計上（前年同期間2,799百万円の利益計上）となりました。

　
②SAP・その他メディア事業

　SAP・その他メディア事業には、㈱Cygames、㈱サムザップ、㈱アプリボット等のグループ会社におけ

るSAP事業等が属しております。

　当事業におきましては、SAP事業の積極展開等により、売上高は60,010百万円（前年同期比24.9％

増）、営業損益は8,800百万円の利益計上（前年同期比75.7％増）となりました。

　
③インターネット広告事業

　インターネット広告事業には、当社のインターネット広告事業本部を中心とした広告代理事業やアド

テクノロジー事業等が属しております。

　当事業におきましては、スマートフォン広告の順調な販売等により、売上高は80,499百万円（前年同

期比15.5％増）、営業損益は7,850百万円の利益計上（前年同期比27.2％増）となりました。

　
④投資育成事業

　投資育成事業には当社のコーポレートベンチャーキャピタル事業、㈱サイバーエージェント・ベン

チャーズにおけるファンド運営等が属しており、キャピタルゲインを目的とした国内及びアジア圏の有

望なベンチャー企業の発掘・育成・価値創造等を行っております。

　当事業におきましては、保有株式の売却等により、売上高は1,801百万円（前年同期比411.6％増）、

営業損益は697百万円の利益計上（前年同期間219百万円の損失計上）となりました。

　
⑤FX事業
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平成25年１月31日に連結子会社である㈱サイバーエージェントFXの全株式を売却したことにより、FX

事業につきましては、平成24年10月１日から平成25年１月31日までの業績のみを取込んでおります。

なお、当事業の売上高は2,916百万円、営業利益は1,686百万円であります。

　
　

(2)　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べて9,200百万円増加し、

28,448百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは4,980百万円の増加（前年同期間は13,627百万円の増加）と

なりました。これは、主に利益の計上及び法人税等の支払によるものであります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは10,837百万円の増加（前年同期間は10,913百万円の減少）と

なりました。これは、主に関係会社株式の売却によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは7,081百万円の減少（前年同期間は1,548百万円の減少）とな

りました。これは、主に自己株式の取得及び配当金の支払によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績及び受注実績

当社グループの事業内容は多岐にわたっており、受注生産形態をとらない事業も多いことから、セグ

メント別に生産の規模及び受注の規模を金額あるいは数量で示すことが馴染まないため、記載しており

ません。

　

(2)　販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

Ameba関連事業 28,907 ＋13.6

SAP・その他メディア事業 60,010 ＋24.9

インターネット広告事業 80,499 ＋15.5

投資育成事業 1,801 ＋411.6

FX事業 2,916 △61.0

セグメント間取引 △11,642 －

合計 162,493 ＋15.2
 

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年同期比は、前連結会計年度の金額を当連結会計年度と同一の事業区分によった場合の金額に基づき算出

しております。

　

(3)　仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

Ameba関連事業 16,905 ＋72.3

SAP・その他メディア事業 19,188 △7.7

インターネット広告事業 63,060 ＋18.7

投資育成事業 2,384 ＋208.3

FX事業 － －

セグメント間取引 △10,435 －

合計 91,103 ＋19.4
 

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年同期比は、前連結会計年度の金額を当連結会計年度と同一の事業区分によった場合の金額に基づき算出

しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、以下３点を主な経営課題と認識しております。

①　Ameba関連及びSAP・その他メディア事業　

　　スマートフォン向け「Ameba」の収益性の向上

　　スマートフォン向けサービス・コミュニティ・ソーシャルゲームの強化

②　インターネット広告事業　　

　　スマートフォン向け広告・アドテクノロジー分野の強化

③　技術力の強化　

　　優秀な技術者の採用・育成

　
　これらの経営課題を解決して事業拡大・成長し続けるために、事業拡大に応じた内部管理体制やコーポ

レート・ガバナンスの充実を図りながら、Amebaを中心としたメディア企業としてのブランドの浸透や人

材採用・育成の強化に積極的に取り組んでまいります。

　
株式会社の支配に関する基本方針

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、1998年の創業以来、「21世紀を代表する会社を創る」というビジョンのもと、インターネット

総合サービス企業として事業展開し、この新しい産業で企業価値・株主共同の利益の向上に努めておりま

す。

　当社の企業価値・株主共同の利益を向上させていくためには、豊富なインターネットビジネスの経験に

基づき、魅力あるインターネットサービスを供給し続け、当社のブランド価値及びユーザー（利用者）や

広告主から得られる信頼を積み上げていく必要があります。また、多様化するインターネットビジネスの

ノウハウや経験がある優秀な人材の確保も重要です。当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、

企業価値の源泉を理解した上で、これを中長期的に確保し、向上することが可能な者である必要がありま

す。

　当社株式について大量買付等がなされる場合、これが企業価値ひいては株主共同の利益に資するもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。しかしながら、株式の大量買付等の中には、その目

的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上

強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付等の行為について検討し、ある

いは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収

者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企

業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する大量買付等が行われた際に、当社取締役会が株主の皆

様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付等に応じるべきか否かを判断するために

必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企

業価値・株主共同の利益に反する大量買付等を抑止するための枠組みが必要不可欠であると考えます。

　
②　基本方針の実現のための具体的取組みの内容の概要

ⅰ．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、ユーザー（利用者）及び広告主の両方向に接点を持ったビジネスモデルを特長としており、急

激な成長・進化を遂げるインターネットビジネスの中で、双方の需要を敏感に察知し、当社ならではのス

ピードで常に新しい事業領域を創造し続けると共に、ユーザー及び広告主の信頼を構築しております。こ

うしたインターネットビジネスに関するノウハウ、経験、知識を持った人材の確保と経営のスピードこそ

が、当社のインターネット産業において激しい競争を勝ち抜く上での強みになっております。また、こう

した強みを維持し続けるために、従業員を中心とする人的資産、企業文化、多数のユーザーに支持される

優良コンテンツを生み出す制作力、ブランド価値、ユーザー及び広告主の信頼こそが当社の企業価値の源

泉と考えており、ひいては株主共同の利益の源泉であると考えております。

　当社は、当社の企業価値の源泉を活かし、「ユーザー及び広告主の信頼向上」「急激な変化を遂げるイ

ンターネットビジネスに勝ち抜くノウハウ、経験、知識を持った人材の確保」と「経営のスピード」を継

続的に創出する為に、さまざまな施策を実施しております。一つは、自社内での事業開発及び事業拡大を
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重視し、人材と事業を同時に育成するプログラム「CAJJプログラム NEO」です。事業ステージを業績に応

じて10のステージ（J1～J10）にランク分けし、昇格の期限や降格への明確な基準を設けることにより、

新規事業の早期立ち上げを促進すると共に、事業の選択と集中がしやすいプログラムとなっております。

二つ目として、経営陣、事業責任者自らが新規事業を創出する会議体「あした会議」や、社員による新規

事業プランコンテスト「ジギョつく」の定期的な開催により、多数の新規事業が生まれやすい環境があ

り、その事業の多くが利益貢献をしております。

　また、当社独自の役員交代制度「CA8 (シーエーエイト)」を導入しております。建設的な取締役会運営

のため取締役の人数を原則８名と定め、２年毎に原則１～３名の取締役を入れ替えます。この制度は、事

業戦略にあわせた役員構成とし、経営人材を多く保有することで強い会社組織体をつくり、業績拡大を目

指すため、平成20年より実施しております。

　優秀な人材の確保においては、社内異動公募制度「キャリチャレ」等に代表される人事制度の導入や、

働きやすい環境作り、長期雇用制度の開発を継続的に行っております。

　さらに、企業価値を高める上で不可欠なコーポレート・ガバナンスの充実を目的として、（1）透明な

経営（2）強固な管理体制（3）アカウンタビリティを果たすため、多様な施策を実施しております。ス

テークホルダーの方々の立場を尊重し、企業としての社会的責任を果たすため、法令のみならず社会規範

の遵守及び企業倫理の確立と徹底を目的とした行動規範を定め、役職員等に対し遵守を求めています。取

締役会においては、独立性の高い社外監査役２名が出席し、積極的に意見陳述を行うことにより、公正な

意思決定が下されるよう、牽制を働かせております。また、当社は監査役会制度を採用し、各監査役が取

締役の業務執行の適法性を監査しております。なお、当社は、上記社外監査役のうち１名を、独立役員と

指定して東京証券取引所に届け出ております。さらに、株主及び投資家に対する公平でタイムリーな情報

提供、そして透明な経営を実現するため、積極的且つ迅速な情報開示を行っております。

　今後も、当社の企業価値・株主共同の利益の最大化を図るための諸施策を推進してまいります。

　
ⅱ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

　当社は、平成24年10月25日開催の当社取締役会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応策

（買収防衛策）」を、株主総会における株主の皆様の承認を条件として、更新することを決議し、平成24

年12月14日開催の当社第15回定時株主総会において、当該対応策を更新することの承認を得ております

（以下、当該対応策を「本プラン」といいます。）。

　本プランは、当社株式に対する大量買付等が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必

要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等を通じて、当社の企

業価値・株主共同の利益に反する買収を抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるこ

とを目的としています。

　本プランは、当社が発行者である株券等の20％以上を取得しようとする者が現れた際に、買付者等に事

前の情報提供を求めるなど、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

　買付者等には、当社取締役会が別途認めた場合を除き、買付等の実行に先立ち、買付等の内容の検討に

必要な情報等を記載した書面を当社に提出していただきます。独立委員会は、提出された情報が必要情報

として不十分であると判断した場合には、追加的に情報の提供を求めることがあります。また、独立委員

会は、当社取締役会に対しても、当社取締役会の買付等の内容に対する意見や根拠資料、及び代替案（も

しあれば）等の提出を求めることがあります。その後、独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の観点から、買付者等の買付等の内容や当社取締役会による代替案の検討、買付者等との協

議・交渉、株主に対する代替案の提示等を行います。

　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または買付等が当社の企業

価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等であるなど、本プランに定める

要件のいずれかに該当すると判断した場合には、当社取締役会に対して、買付者等及びその他一定の者

（以下、「特定買付者等」といいます。）による権利行使が認められないという行使条件及び当社が特定

買付者等以外の者から当社株式と引換えに取得することができる旨の取得条項が付された新株予約権の無

償割当てを実施することを勧告します。また、独立委員会は、新株予約権無償割当ての実施を相当と判断

する場合でも、新株予約権無償割当ての実施について株主総会の決議を得ることが相当であると判断する

ときは、当社取締役会に、株主総会の招集、新株予約権無償割当ての実施に関する議案の付議を勧告する

ものとします。
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　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施、または不実施

の決議を行うものとします。また、当社取締役会は、独立委員会から株主総会の招集、新株予約権無償割

当ての実施に関する議案の付議が勧告された場合には株主総会の招集等を行い、当該株主総会において新

株予約権無償割当ての実施に関する議案が可決された場合には、新株予約権無償割当ての実施に関する決

議を行います。

　本プランに従い新株予約権無償割当てが実施された場合において、特定買付者等以外の株主により新株

予約権が行使された場合、または当社による新株予約権の取得と引換えに、特定買付者等以外の株主に対

して当社株式が交付された場合には、特定買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50％まで希釈

化される可能性があります。

　本プランの有効期間は、原則として、平成26年９月30日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終

結の時までです。

　
③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　前記②ⅰ.に記載した企業価値・株主共同の利益の最大化を図るための諸施策は、当社の企業価値・株

主共同の利益を最大化させるための具体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するも

のです。従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　また、本プランは、前記②ⅱ.に記載のとおり、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買

付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案する

ために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能と

することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うもの

です。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得た上で導入・更新されたものであること、そ

の内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、独立性の高い者のみから構成される独立委

員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされている

こと、独立委員会は当社の費用で独立した第三者である専門家等の助言を得ることができるとされている

こと、有効期間が２年と定められた上、当社取締役会により何時でも廃止できるとされていることなどに

より、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益を

損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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４ 【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる

主な事項を記載しております。また、リスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上重

要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示してお

ります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生し

た場合の対応に努める方針であります。

　
①　業界動向について

　過去において、インターネットメディア市場及びインターネット広告市場は、インターネット市場の

拡大、インターネット利用者の増加、スマートフォン端末の普及、企業の経済活動におけるインター

ネット利用の増加により高成長を続けてまいりました。このような傾向は今後も継続していくと考えて

おりますが、インターネットメディア市場においては市場成長が阻害されるような状況が生じた場合、

また、インターネット広告市場においては景気変動の影響を受けるため景況感が悪化した場合には、当

社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
②　経営成績の変動について

(ⅰ)業績見通しについて

　インターネット業界は、急速な進化・拡大を続けながらもまだ歴史は浅く、当社グループ全体の業績

に影響を与えると考えられる今後の日本におけるインターネット人口の推移、インターネット広告の市

場規模、新しいビジネスモデル等には、不透明な部分が多くあります。

　また当社グループは必要に応じて、人材の雇用、子会社及び関連会社の設立、投融資、事業提携等を

積極的に行っていく方針であります。

　過年度における当社グループの業績は、事業・子会社毎に毎期大きく変動し、各事業の当社グループ

全体の利益に占める割合も毎期変動する傾向があります。特に、投資育成事業については、市況の影響

等を受けやすい傾向にあります。従って、当社グループの業績見通しの評価は過年度の経営成績に全面

的に依拠することはできない面があります。そのため、業績見通しを公表している場合には、経営環境

の変化等により実際の業績が公表した業績見通しと異なる可能性があります。なお、その場合には、速

やかに業績見通しの修正を公表することとしております。

(ⅱ)会計基準の変更について

　近年、会計基準に関する国際的なルール整備が進む中で、当社グループは基準の変更等に対して適切

かつ迅速な対応を行ってまいりました。しかしながら、将来において会計基準や税制の大きな変更が

あった場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
③　法的規制等について

　日本国内においてはインターネット上の情報流通や商取引、青少年のインターネット及びモバイルの

利用等について議論がされており、当社グループ事業に関連して、ビジネスの継続に著しく重要な影響

を及ぼす法的規制は現在のところありませんが、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び

発信者情報の開示に関する法律」（平成14年５月施行）や、「不正アクセス行為の禁止等に関する法

律」（平成12年２月施行）、「個人情報の保護に関する法律」（平成17年４月施行）、「青少年が安全

に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（平成21年４月施行）、「資金決

済に関する法律」（平成22年４月１日施行）など、当社グループの事業領域に適用される主要な法的規

制が存在しております。当社グループはそれらの法令に基づき、利用者に対する法令遵守・利用者モラ

ルの周知・徹底に努め、不正アクセスの防御や情報漏洩防止に関する取り組みの強化を行っておりま

す。また、平成24年7月1日付で景品表示法の運用基準の改正があったように、今後インターネット及び

インターネット上で情報の流通を仲介する事業者に対して、新たな法整備・既存の規制の強化等が行わ

れることにより、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。また、当

社グループの運営するサービスにおいて、違法行為によって被害・損失を被った第三者より、サービス

運営事業者として当社グループが損害賠償請求等の訴訟を提起される可能性があります。

　
④　内部管理体制について
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　当社グループは、グループ企業価値を最大化すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要

課題と位置づけ、多様な施策を実施しております。また、業務の適正及び財務報告の信頼性を確保する

ため、これらに係る内部統制が有効に機能する体制を構築、整備、運用しております。しかしながら、

事業の急速な拡大等により、十分な内部管理体制の構築が追いつかないという状況が生じる場合には、

適切な業務運営が困難となり、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
⑤　特定経営者への依存及び人材確保に係るリスクについて

　当社グループは、人材採用及び人材育成を重要な経営課題と位置づけており、インターネットビジネ

ス業界における優位性を確保すべく、人材採用と人材育成に関する各種施策を継続的に講じておりま

す。しかしながら、十分な人材確保が困難となった場合や、急激な人材採用によりグループの協業、連

携体制の維持が困難となった場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

　また、当社グループは、代表取締役を含む役員、幹部社員等の専門的な知識、技術、経験を有してい

る役職員が、各グループの経営、業務執行について重要な役割を果たしており、当該役職員の継続勤務

による経験値は、当社グループにおける重要なノウハウと考えられます。しかし、これら役職員が何ら

かの理由によって退任、退職し、後任者の採用が困難となった場合、当社グループの業績及び今後の事

業展開に影響を与える可能性があります。

　
⑥　情報セキュリティに係るリスクについて

　当社グループは、当社グループのパートナー事業者と協力し、当社グループのサービス提供に必要な

コンピューターネットワークをはじめとする情報セキュリティの強化を推進しております。しかし、コ

ンピューターシステムの瑕疵、コンピューターウイルス、外部からの不正な手段によるコンピューター

内への侵入、役職員・パートナー事業者の過誤、自然災害、急激なネットワークアクセスの集中等に基

づき、重要データの漏洩、コンピュータープログラムの不正改ざん等の損害が発生する可能性がありま

す。その結果、第三者からの損害賠償請求、当社グループの信用下落等により、当社グループの業績及

び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

　
⑦　個人情報の管理に係るリスクについて

　当社グループは、インターネットメディア事業等を通じて取得した個人情報を保有しており、これら

の個人情報の管理について、「個人情報の保護に関する法律」（平成17年４月施行）の規定に則って作

成されたプライバシーポリシーを有し、その遵守に努めております。しかし、コンピューターシステム

の瑕疵、コンピューターウイルス、外部からの不正な手段によるコンピューター内への侵入、役職員・

パートナー事業者の過誤、自然災害、急激なネットワークアクセスの集中等に基づき、個人情報が漏洩

した場合や個人情報の収集過程で問題が生じた場合、当社グループへの損害賠償請求や当社グループの

信用の下落等の損害が発生し、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性がありま

す。

　
⑧　知的財産権に係るリスクについて

　当社グループは、インターネットビジネス業界における技術革新、知的財産権ビジネスの拡大等に伴

い、知的財産権の社内管理体制を強化しております。また、当社グループが提供するサービスにおい

て、当社グループが所有する知的財産権を第三者に使用許諾する場合や、当社が第三者の所有する知的

財産権の使用許諾を受ける場合があり、知的財産権管理部門の強化、使用許諾契約の締結、社内啓蒙等

による管理体制を強化しております。

　しかしながら、知的財産権の範囲が不明確であること、契約条件の解釈の齟齬等により、当社グルー

プが第三者から知的財産権侵害の訴訟、使用差止請求等を受けた場合、解決までに多額の費用と時間が

かかり、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

　
⑨　自然災害等に係るリスクについて

　地震や台風等の自然災害、未知のコンピューターウイルス、テロ攻撃といった事象が発生した場合、

当社グループの事業が大きな影響を受け、混乱状態に陥る可能性があります。当社グループは、こうし

た自然災害等が発生した場合には、適切かつ速やかに危機対策、復旧対応を行うよう努めております

EDINET提出書類

株式会社サイバーエージェント(E05072)

有価証券報告書

 16/118



が、自然災害、コンピューターシステムの停止、データーベースの漏洩、消失等の影響を完全に防止、

軽減できる保証はありません。当該事象は、当社グループの営業活動に影響を与え、物的、人的な損害

に関する費用を発生させ、あるいはブランドイメージを傷つける可能性があります。

　さらに、当社グループの拠点及びコンピューターネットワークのインフラは、サービスによって一定

の地域に集中しているため、同所で自然災害等が発生した場合には多大な損害を被る可能性があり、当

社グループの業績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

　
⑩　今後の事業展開に伴うリスクについて

　当社グループは、「21世紀を代表する会社を創る」というビジョンのもと、インターネットユーザー

及び広告主の両方向に接点を持ったビジネスモデルを特長とし、急激な成長・進化を遂げるインター

ネットビジネスの中で、当社ならではのスピードで常に新しい事業領域を創造し続けております。今後

も、新たな事業の創出及び子会社、関連会社の設立、並びに企業買収や海外展開等の方法によって、イ

ンターネット総合サービス企業として事業領域の拡大を図っていく方針であります。

　しかしながら、これらを実現するためには、新規人材の採用・設備の増強・事業開発費の発生等の追

加的な支出が見込まれ、これらの事業が安定的に収益を生み出すにはしばらく時間がかかることが予想

されます。さらに、競合企業への優位性の確保のため、価格競争の激化による収益性の低下・利用者獲

得費用等の増大を伴う可能性があります。

　また、海外へ事業展開を行っていく上で、各国の法令、規制、政治、社会情勢、為替変動、競合環境

をはじめとした潜在的リスクに対処出来ないことも想定されます。従いまして、当社グループの方針ど

おりにビジネスが推移しない場合や、当社グループ管理体制が事業の拡大に追いつかず、子会社及び関

連会社の内部管理体制に重大な不備が発生した場合、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性

とともに、グループ戦略再構築の可能性も出てまいります。

　また、当社グループは、インターネットメディア事業等一般消費者を対象とするサービスを展開して

いること等から、当社グループにとって予期せず風評被害を受ける可能性があります。かかる場合に

は、当社グループのブランドイメージが毀損し、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。　

　
⑪　インターネットメディア事業に係るリスクについて

当社グループが取扱うインターネットメディア事業は、ブログ、オンラインゲーム、ソーシャルメ

ディア、ソーシャルゲーム等、インターネットを通じてコンテンツやサービスを提供しております。新

規コンテンツの開発、既存サービスの機能拡充、更なるノウハウの蓄積による運営の安定化等により、

ユーザーの獲得・維持を図っていく方針であります。しかしながら、幅広いユーザーに支持される魅力

あるコンテンツやサービスの提供等が出来ない場合には、当社グループの業績及び今後の事業展開に影

響を与える可能性があります。

なお、当社では、ソーシャルゲームの利用環境に関する市場の健全な発展、ユーザーによるソーシャ

ルゲームの適正利用の推進等を図ることを目的として、プラットフォーム事業者各社及び関係機関と連

携しながら様々な取り組みを実施いたしております。今後も、ソーシャルゲームの健全性の維持、向上

のために必要に応じて施策を実施いたしますが、これに伴うシステム対応や体制強化の遅延等が発生し

た場合や、想定外の事態が発生した場合は、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可

能性があります。また、当社グループが取扱うインターネットメディア事業は、各カード会社、スマー

トフォン、ソーシャルメディア等の各プラットフォーマー、各通信キャリア等との契約に基づきコンテ

ンツやサービスを提供しておりますが、技術的な仕様の変更や、契約条件の変更、契約の解除やその他

不測の事態が発生し、その対応が間に合わなかった場合、当社グループの業績及び今後の事業展開に影

響を与える可能性があります。

　
⑫　インターネット広告代理事業に係るリスクについて

　当社グループが取扱うインターネット広告は、市場変化や景気動向の変動により広告主が広告費用を

削減する等、景気動向の影響を受ける可能性があります。また、広告主の経営状態の悪化、広告の誤配

信等により、広告代金の回収が出来ず、媒体社等に対する支払債務を負担する可能性があります。

　また、インターネット広告代理事業は、取引形態の性質上、媒体社からの仕入れに依存しており、媒

体社との取引が継続されず広告枠や広告商品の仕入れが出来なくなった場合及び取引条件等が変更され
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た場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。さらに、インターネット広告代理事業

は、複数の競合会社が存在し、当社及び当社グループメディアの販売強化や営業提案力の強化等を積極

的に取り組んでおりますが、顧客獲得のための価格競争の激化により収益性の低下等を招き、当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　
⑬　投資育成事業に係るリスクについて

　当社グループは、当社グループの企業戦略に則り、日本国内外におけるインターネット関連の企業に

対して投資を実施しております。投資先企業と当社グループとの事業シナジー効果等を期待して投資を

実行しておりますが、これらの投資が回収出来ない可能性があります。

　また、投資先企業のうち公開企業につきましては、株価動向によって評価差益の減少または評価差損

の増加もしくは減損適用による評価損が発生する可能性があります。さらに、投資先企業の今後の業績

の如何によっては、当社保有投資有価証券等の減損適用等により、当社グループの損益に影響を与える

可能性があります。

　なお、当社グループ及び当社グループが運営管理する投資事業組合等（ファンド）は、複数の未公開

企業への投資を実行しておりますが、これらの未公開企業は、その将来性において不確定要素を多数抱

えており、技術革新、市場環境等の外部要因だけでなく、経営管理体制等の内部要因により業績が悪化

し、当社グループの業績、財政状態及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

　
⑭　EC事業に係るリスクについて

　当社グループはEC（電子商取引）事業を展開しており、商品管理体制や仕入先との契約締結を徹底し

ておりますが、販売した商品に法令違反または瑕疵等があり、当該商品の安全性等に問題が生じた場合

には、商品を販売した顧客に対して損害賠償責任等が生じ、当社グループへの信頼の喪失等によって当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、当社グループが販売する商品の情報は、各

商品に関連する法令等に則り、WEBサイト上に記載されております。当社グループでは、これらの法令

等を遵守すべく、社内での定期的な勉強会を開催するとともに、掲載にあたっては、外部専門家の指導

を受けるなど最善の方法を取っております。これらの法令等について、現行の法解釈に何らかの変更が

生じた場合、もしくは新たに当社グループの事業を規制する法令等が制定・施行された場合、その内容

によっては当社グループの事業が制約を受けたり、当社グループが新たな対応を余儀なくされる可能性

があります。このような場合には、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があ

ります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

㈱サイバーエージェントFXの株式売却

当社は、平成24年12月12日開催の取締役会において、連結子会社である㈱サイバーエージェントFXの

株式の全部を譲渡することを決議し、同日付で締結した株式譲渡契約に基づき、平成25年１月31日に株

式を譲渡いたしました。

詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等　(1)連結財務諸表 注記事項（企業結合関係）」に記載

のとおりであります。

　

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

　

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　財政状態の分析

第２四半期連結会計期間に㈱サイバーエージェントFXを連結の範囲から除外しております。前連結

会計年度末におけるFX事業の総資産は74,196百万円、負債は65,192百万円でありましたので、この除

外の影響等により、当連結会計年度末における総資産は81,425百万円（前連結会計年度末比54,940百

万円の減少）、負債は30,837百万円（前連結会計年度末比61,933百万円の減少）となりました。

純資産は、主に当期純利益の計上等に伴う利益剰余金の増加により50,587百万円（前連結会計年度

末比6,992百万円の増加）となりました。

　

(2)　経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度における売上高は、インターネット広告事業におけるスマートフォ

ン広告の順調な販売及びAmeba関連事業、SAP事業における課金の拡大等により、162,493百万円（前

年同期間141,111百万円、15.2％増加）となりました。営業利益につきましては、スマートフォン向

けコミュニティ＆ゲーム「Ameba」の成功に向けた大規模プロモーションの展開等により、10,318百

万円（前年同期間17,410百万円、40.7％減少）となり、経常利益は10,570百万円（前年同期間17,146

百万円、38.3％減少）となりました。当期純利益につきましては、税金費用等の計上により10,504百

万円（前年同期間8,522百万円、23.3％増加）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

「第２　事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりでありま

す。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は、2,273百万円で、主要なものはサーバー及びネットワーク

関連機器の購入に伴うものであります。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

平成25年９月30日現在

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

工具、器具

及び備品

ソフト

ウェア

その他
合計

本社　他

(東京都渋谷区)

Ameba関連事業

SAP・その他メディア事業

インターネット広告事業

投資育成事業

全社（共通）

ソフトウェ

ア、ネット

ワーク関連機

器及び業務施

設等

1,010 2,049 2,195 698 5,953 1,494

 

　(注) １　建物及び構築物は、パーティション等の建物附属設備であります。

２　帳簿価額のうち、「その他」はソフトウェア仮勘定であります。

　

(2)　国内子会社

平成25年９月30日現在

事業所名

(所在地)
セグメントの名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

工具、器具

及び備品

ソフト

ウェア
その他 合計

㈱Cygames

(東京都渋谷区)
SAP・その他メディア事業

ソフトウェア、

ネットワーク関

連機器及び業務

施設等

168 148 326 870 1,514 214

㈱シーエー・モバイル

(東京都渋谷区)
SAP・その他メディア事業

ソフトウェア、

ネットワーク関

連機器及び業務

施設等

123 30 550 221 925 243

 

 (注) １　建物及び構築物は、パーティション等の建物附属設備であります。

      ２　帳簿価額のうち、「その他」は建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定であります。

　

(3)　 在外子会社

重要性がないため、記載を省略しております。

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

　　　重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,607,040

計 2,607,040
 

(注)　平成25年８月29日開催の取締役会決議により、平成25年10月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行

可能株式総数は250,246,160株増加し、252,853,200株となっております。

　

②　【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年12月16日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 632,133 63,213,300
東京証券取引所新興企業
市場（マザーズ）

単元株式数は100株であり
ます。

計 632,133 63,213,300 － －
 

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、平成25年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

　　 ２　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株

式分割を実施いたしました。これにより株式数は62,581,167株増加し、発行済株式総数は63,213,300株と

なっております。また、同日付で単元株式数を100株とする単元株制度を採用いたしました。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。

株主総会の特別決議(平成17年12月18日)

　
事業年度末現在

(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成25年11月30日)

新株予約権の数（個） 4,875 4,537

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,875　　※１ 453,700　※１、５

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 269,000 ※２ １株当たり 2,690　※２、５

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月19日

至　平成27年12月18日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　269,000

資本組入額　　134,500

発行価格　　　2,690

資本組入額　　1,345

※５

新株予約権の行使の条件 ※３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ※４ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

 

※１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の

算式により目的たる株式の数を調整するものとします。

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率

※２　当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調

整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
 

※３ (1)　対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。

(2)　対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。

(3)　新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。

(4)　新株予約権の一部を行使することができる。

(5)　前各号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権付与に関する契

約に定めるところによる。

※４　新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要するものとする。

※５　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で普通株式１株を100株に分割したことによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②　会社法に基づくストックオプションの新株予約権の内容は次のとおりであります。

取締役会決議（平成21年12月18日）

　
事業年度末現在

(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成25年11月30日)

新株予約権の数（個） 438 73

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 438　※１ 7,300 ※１、５

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　164,000　※２ １株当たり 1,640 ※２、５

新株予約権の行使期間
自　平成24年１月５日

至　平成26年１月４日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 164,000

資本組入額　82,000

発行価格　1,640

資本組入額　820

※５

新株予約権の行使の条件 ※３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ※４ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

 

※１　割り当てられる本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。（割当日時点）尚、当社普通株式に

つき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

※２　当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
 

　また、割当日以降、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（転

換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

※３ (1)　対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。

(2)　対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。

(3)　新株予約権の全部又は一部を行使することができる。

(4)　前各号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権付与に関する契

約に定めるところによる。

※４　新株予約権の譲渡、質入れその他の一切の処分ができないものとする。

※５　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で普通株式１株を100株に分割したことによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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取締役会決議（平成23年10月27日）

　
事業年度末現在

(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成25年11月30日)

新株予約権の数（個） 384 384

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 384　※１ 38,400　※１、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　250,400　※２ １株当たり 2,504 ※２、７

新株予約権の行使期間
自　平成25年12月17日

至　平成33年12月16日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　250,400

資本組入額　125,200

※３

発行価格　　2,504

資本組入額　1,252

※３、７

新株予約権の行使の条件 ※４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ※５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※６ ※６

 

※１　割り当てられる本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。（割当日時点）なお、当社普通株式

につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

※２　当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
 

　また、割当日以降、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合

（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使の場合を

除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

※３　株式の発行価格に新株予約権の帳簿価格123,200円を加算した資本組入額は186,800円となります。

※４ (1)　対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。

(2)　前号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権付与に関する契約

に定めるところによる。

※５　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとする。

※６　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収合併、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、組織再編行為時に

定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

※７　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で普通株式１株を100株に分割したことによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。　

EDINET提出書類

株式会社サイバーエージェント(E05072)

有価証券報告書

 24/118



　
取締役会決議（平成23年12月16日）

　
事業年度末現在

(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成25年11月30日)

新株予約権の数（個） 1,848 1,848

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,848　※１ 184,800　※１、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　250,400　※２ １株当たり　2,504　※２、７

新株予約権の行使期間
自　平成25年12月17日

至　平成33年12月16日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　250,400

資本組入額　125,200

※３

発行価格　　2,504

資本組入額　1,252

※３、７

新株予約権の行使の条件 ※４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ※５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※６ ※６

 

※１　割り当てられる本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。（割当日時点）なお、当社普通株式

につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

※２　当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
 

また、割当日以降、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（転

換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

※３　株式の発行価格に新株予約権の帳簿価格123,200円を加算した資本組入額は186,800円となります。

※４ (1)　対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。

(2)　前号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権付与に関する契約

に定めるところによる。

※５　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとする。

※６　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収合併、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、組織再編行為時に

定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

※７　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で普通株式１株を100株に分割したことによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。　
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取締役会決議（平成24年12月14日）

　
事業年度末現在

(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在

(平成25年11月30日)

新株予約権の数（個） 1,600 1,600

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,600　※１ 160,000　※１、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　177,000　※２ １株当たり 1,770 ※２、７

新株予約権の行使期間
自　平成26年12月15日

至　平成34年12月14日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 177,000

資本組入額　88,500

※３

発行価格　1,770

資本組入額　885

※３、７

新株予約権の行使の条件 ※４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ※５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
※６ ※６

 

※１　割り当てられる本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。（割当日時点）なお、当社普通株式

につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

※２　当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
 

また、割当日以降、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（転

換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

※３　株式の発行価格に新株予約権の帳簿価格79,200円を加算した資本組入額は128,100円となります。

※４ (1)　対象者が、権利行使時においても当社及び当社子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。

(2)　前号の他、権利行使の条件については、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権付与に関する契約

に定めるところによる。

※５　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとする。

※６　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収合併、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、組織再編行為時に

定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

※７　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で普通株式１株を100株に分割したことによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。　
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

記載事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成22年10月１日～

平成23年９月30日

(注)１

3,908 652,251 406 7,177 406 2,264

平成23年10月１日～

平成24年９月30日

(注)１

246 652,497 25 7,203 25 2,289

平成24年10月１日～

平成25年９月30日

(注)２

△20,364 632,133 ― 7,203 ― 2,289

 

(注) １　新株予約権の行使による増加であります。

２　自己株式の消却による減少であります。

３　平成25年10月１日をもって１株を100株に株式分割し、62,581,167株増加しております。

　

(6) 【所有者別状況】

平成25年９月30日現在

区分

株式の状況
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 12 15 126 193 15 19,546 19,907 －

所有株式数
(株)

－ 85,099 4,187 6,675 258,182 186 277,804 632,133 －

所有株式数
の割合
(％)

－ 13.46 0.66 1.06 40.84 0.03 43.95 100.00 －

 

(注)　１　自己株式9,145株は、「個人その他」に含まれております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の失念株式が139株含まれております。

３　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で１株を100株に分割し、単元株式数

を100株とする単元株制度を採用いたしました。
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(7) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

藤田　晋 東京都渋谷区 150,972 23.88

TAIYO FUND, L.P.（常任代理人　
シティバンク銀行株式会社）

40 RAGSDALE DRIVE, SUITE 200 MONTEREY, CA 93940
US（東京都品川区東品川２丁目３番１４号）

42,732 6.76

THE CHASE MANHATTAN
BANK,　　　　　　　N.A.LONDON
SECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT　
（常任代理人　みずほ銀行決済営
業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON EC2P 2HD,
ENGLAND（東京都中央区月島４丁目１６－１３）

30,825 4.88

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 25,669 4.06

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 25,151 3.98

MELLON BANK, N.A. TREATY
CLIENT OMNIBUS（常任代理人　
株式会社三菱東京UFJ銀行）

ONE MELLON BANK CENTER,PITTSBURGH, PENNSYLVANIA
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

19,382 3.07

資産管理サービス信託銀行株式会
社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２　晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

17,003 2.69

BBH FOR OPPENHEIMER GLOBAL
OPPORTUNITIES 　FUND（常任代理
人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

6803 S TUCSON WAY CENTENNIAL 　COLORADO 　
80112392403 U.S.A. （東京都千代田区丸の内２丁目
７－１）

13,000 2.06

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 Fleet Street London Ec4A 2bb, UK（東京都港
区六本木６丁目１０番１号　六本木ヒルズ森タ
ワー）

9,945 1.57

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 6,955 1.10

計 － 341,634 54.04
 

(注)    日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は19,179株であ

り、それらの内訳は、投資信託設定分11,755株、年金信託設定分7,424株となっております。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は24,347株

であり、それらの内訳は投資信託設定分19,082株、年金信託設定分5,265株となっております。

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は17,003株で

あり、それらはすべて投資信託設定分となっております。
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(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株
式等）

　 － － －

議決権制限株式（その
他）

　 － － －

完全議決権株式（自己株
式等）

（自己保有株式） 　
－ －

  普通株式 9,145

完全議決権株式（その
他）

普通株式 622,988 622,988
権利内容に何らの限定の
ない当社における標準と
なる株式

単元未満株式 　 － － －

発行済株式総数 　 632,133 － －

総株主の議決権 　 － 622,988 －
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」及び「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が139株含まれてお

ります。

　

②　【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 東京都渋谷区道玄坂
一丁目12番１号

9,145 － 9,145 1.45
㈱サイバーエージェント

計 － 9,145 － 9,145 1.45
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

① 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年制

定の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであ

り、当該制度の内容は次のとおりであります。

株主総会の特別決議(平成17年12月18日)

付与対象者の区分及び人数
当社取締役７名／当社従業員76名
子会社取締役３名／子会社従業員５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

 

　
② 当社は会社法に基づくストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は次のとおりで

あります。

取締役会決議（平成21年12月18日）

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

 

　

取締役会決議（平成23年10月27日）

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　４名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上
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取締役会決議（平成23年12月16日）

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上

 

　

取締役会決議（平成24年12月14日）

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式取得
 

　
(1)　【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2)　【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(平成25年１月31日)での決議状況

(取得期間平成25年２月１日～平成25年３月29日)
33,000（上限） 5,000（上限）

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 24,968 4,999

残存決議株式の総数及び価額の総額 8,032 0

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 24.3 0.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 24.3 0.0
 

(注)当該決議による自己株式の取得は終了しております。

　
(3)　【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4)　【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額

(百万円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 20,364 4,305 － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他(新株予約権の権利行使) 584 149 53,800 113

保有自己株式数 9,145 － 860,700 －
 

(注)平成25年８月29日開催の取締役会決議により、平成25年10月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行ってお

ります。
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３ 【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識しており、事業の成長、資本効率の改善

等による中長期的な株式価値の向上とともに配当を継続的に実施していきたいと考えております。連結業

績、単体の資金繰り等を考慮した財務の健全化、将来の事業展開のための内部留保等を総合的に勘案し、

決定してまいります。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としており、配当の決定機関は株主総会でありま

す。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、当該方針に基づき１株当たり3,500円としております。

　内部留保金につきましては、財務体質の強化と積極的な事業展開のための備えとしていくこととしてお

ります。

　なお、当社は「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる」旨

を定款に定めております。

　

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成25年12月13日定時株主総会決議 2,180 3,500
 

　

　

４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

最高(円) 120,300 188,700 306,000 284,400
286,500

□2,743

最低(円) 36,500 102,200 130,700 141,200
142,600

□2,588
 

(注) １　最高・最低株価は東京証券取引所新興企業市場(マザーズ)におけるものであります。

２　□印は、株式分割(平成25年10月１日付で、１株につき100株の割合で実施)による権利落後の最高・最低株

価を示しています。

　

(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成25年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 210,000 245,000 202,900 237,400 257,200
286,500

□2,743

最低(円) 164,000 186,100 172,000 186,700 207,200
240,400

□2,588
 

(注)１　最高・最低株価は東京証券取引所新興企業市場(マザーズ)におけるものであります。

　　２　□印は、株式分割(平成25年10月１日付で、１株につき100株の割合で実施)による権利落後の最高・最低株価

を示しています。
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５ 【役員の状況】

　

　

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社

長

Ameba事業

管轄
藤田　晋 昭和48年５月16日生

平成９年４月 ㈱インテリジェンス入社

注１ 13,531,800

平成10年３月 当社設立、代表取締役就任（現

任）

平成18年４月 ㈱サイバーエージェント・イン

ベストメント（現：㈱サイバー

エージェント・ベンチャーズ）

取締役就任（現任）

取締役副社長

ソーシャ

ルゲーム

事業管轄

日高　裕介 昭和49年４月２日生

平成９年４月 ㈱インテリジェンス入社

注１ 601,400

平成10年３月 当社設立、常務取締役就任

平成14年12月 当社専務取締役就任

平成21年３月 ㈱サムザップ取締役就任（現

任）

平成22年10月 当社取締役副社長就任（現任）

平成23年２月 ㈱アプリボット取締役就任（現

任）

平成23年５月 ㈱Cygames取締役就任（現任）

常務取締役
本社機能

管轄
中山　豪 昭和50年11月２日生

平成10年４月 住友商事(株)入社

注１ 123,978

平成11年８月 当社入社

平成15年12月 当社取締役就任

平成18年４月 当社常務取締役就任（現任）

平成22年１月 ㈱シーエー・モバイル社外取締

役就任（現任）

平成22年10月 ㈱ウエディングパーク取締役就

任（現任）

平成24年６月 ㈱マイクロアド取締役就任（現

任）

常務取締役

インター

ネット広

告事業管

轄

岡本　保朗 昭和50年８月７日生

平成12年４月 当社入社

注１ 14,400

平成19年４月 当社インターネット広告事業本

部統括本部長就任

平成20年12月 当社取締役就任

平成22年10月 当社常務取締役就任（現任）

平成24年10月 ㈱シーエー・アドバンス取締役

就任（現任）

取締役 人事管轄 曽山　哲人 昭和49年10月１日生

平成10年４月 ㈱伊勢丹入社

注１ 48,210

平成11年４月 当社入社

平成16年10月 当社インターネット広告事業本

部統括就任

平成17年７月 当社人事本部人事本部長就任

（現任）

平成20年12月 当社取締役就任（現任）

平成25年５月 ㈱CA Tech Kids取締役就任（現

任）

取締役

アドテク

ノロジー

事業管轄

内藤　貴仁 昭和52年７月29日生

平成13年４月 当社入社

注１ 6,287

平成22年10月 当社インターネット広告事業本

部統括本部長就任

平成22年12月 当社取締役就任（現任）

平成25年５月 ㈱CAリワード取締役就任（現

任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
Ameba事業

管轄
小池　政秀 昭和50年７月６日生

平成10年４月 荻島商事㈱（現：アイア㈱）入

社

注１ 3,262

平成13年７月 当社入社

平成19年９月 当社アメーバ事業本部ゼネラル

マネージャー就任

平成23年４月 ㈱AMoAd代表取締役就任

平成24年12月 当社取締役就任（現任）

取締役

スマート

フォン広

告事業管

轄

山内　隆裕 昭和58年８月20日生

平成18年４月 当社入社

注１ 220

平成20年５月 ㈱CyberX取締役就任

平成21年４月 ㈱CyberZ代表取締役就任（現

任）

平成24年12月 当社取締役就任（現任）

平成25年５月 ㈱AMoAd取締役就任（現任）

常勤監査役 塩月　燈子 昭和48年１月９日生

平成８年４月 日本航空㈱入社

注２ 4,800平成11年10月 公認会計士第二次試験合格

平成12年７月 当社監査役就任（現任）

監査役 堀内　雅生 昭和44年11月13日生

平成４年４月 日本インベストメント・ファイ

ナンス㈱（現 大和企業投資

㈱）入社

注２
注４

25,900

平成７年４月 ㈱インテリジェンス入社

平成10年３月 当社監査役就任（現任）

平成21年４月 ㈱USEN社長室内部統制担当部長

就任

平成22年５月 税理士登録

平成22年12月 ㈱U－NEXT取締役管理本部長就

任（現任）

監査役 沼田　功 昭和39年６月13日生

昭和63年４月 大和證券㈱入社

注３
注４

32,239

平成12年７月 ファイブアイズ・ネットワーク

ス㈱代表取締役就任（現任）

平成12年12月 当社監査役就任（現任）

平成21年12月 SBL㈱代表取締役（現任）
 

(注) １　平成24年12月14日開催の定時株主総会終結の後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定

時株主総会の終結の時まで。

２　平成22年12月17日開催の定時株主総会終結の後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定

時株主総会の終結の時まで。

３　平成23年12月16日開催の定時株主総会終結の後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定

時株主総会の終結の時まで。

４　監査役堀内雅生氏及び沼田功氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

５　平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)　【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社グループは、グループ企業価値を最大化すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重

要課題と位置付け、(1)透明な経営、(2)強固な管理体制、(3)アカウンタビリティを果たすため、多様

な施策を実施しております。ステークホルダーの立場を尊重し、企業としての社会的責任を果たすた

め、法令のみならず社会規範の遵守及び企業倫理の確立と徹底を目的とした行動規範を定め、役職員

等に対し遵守を求めています。

　取締役会においては、独立性の高い社外監査役２名が出席し、積極的に意見陳述を行うことによ

り、公正な意思決定が下されるよう、牽制を働かせております。また、当社グループは監査役会制度

を採用し、各監査役が取締役の業務執行の適法性を監査しております。さらに、株主及び投資家に対

する公平でタイムリーな情報提供、そして透明な経営を実現するため、積極的且つ迅速な情報開示を

行っております。

　
①　企業統治の体制

　当社は、取締役会及び監査役会設置会社であります。当社では、定時取締役会を月に１回、必要に

応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会には各取締役のほか、独立性を保持した監査役も

出席し、重要な業務執行に関する意思決定を監督しております。監査役会は、非常勤監査役２名（両

名共に社外監査役）、常勤監査役１名で構成され、原則として月に１回定期監査役会を開催し、常時

取締役の業務執行状況の監査を行っております。

　当社グループは独立性の高い社外監査役２名が監査を実施しており、社外からの経営監視という点

では十分に機能する体制が整っていると考えられるため、社外取締役を選任しておりません。

　また、社外取締役に期待される機能を代替する当社独自の取組として、役員交代制度「CA8（シー

エーエイト）」を導入しております。建設的な取締役会運営のため取締役の人数を原則８名と定め、

２年毎に原則１～３名の取締役を入れ替えます。この制度は、事業戦略にあわせた役員構成とし、経

営人材を多く保有することで強い会社組織体をつくり、業績拡大を目指すため、2008年より実施して

おります。

　
（内部統制システムの整備の状況）

　当社では、コーポレートガバナンスにおける中核的な機能として、内部統制システムの充実を目指

しており、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、またその他会社の業

務の適正を確保するため、以下のとおり内部統制システムを整備しております。

(ⅰ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、取締役会により全社的に統括する責任者が取

締役の中から任命され、文書取扱規程、機密情報取扱規程、個人情報保護規程、インサイダー情報管

理規程に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的記録により、保存しております。

　
(ⅱ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　損失の危険の管理につき、緊急時対応規程において具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の迅

速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備しております。また、内部監査室は、内部監査規程に基づ

き、組織横断的なリスクの状況把握、監視を行い、定期的に取締役会に対してリスク管理に関する事

項を報告しております。

　
(ⅲ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務執行の効率性につき、取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図る

と共に、この目標達成に向けて各部門が実施すべき具体的な数値目標を担当取締役が定め、定期的に

管理会計手法を用いて目標の達成をレビューし、結果をフィードバックすることにより、業務の効率

性を確保するシステムを採用しております。
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(ⅳ)取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　取締役及び使用人の職務執行のモニタリングを経営本部が行い、必要に応じて社内教育、研修を実

施しております。また、内部監査室は、監査役会と連携し、取締役及び使用人の職務の執行に関する

状況把握、監査を定期的に行い、取締役会に報告しております。

　
(ⅴ)株式会社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　取締役会は、担当取締役に対し、数値目標を定め、リスクを管理し法令順守体制を構築する権限と

責任を与えており、経営本部はこれらを横断的に推進し、管理しております。また、関係会社管理規

程を設け、一定の重要事項及びリスク情報に関しては、本社取締役会に対して、事前に報告すること

を義務づけており、そのうち一定の事項に関しては取締役会の付議事項としております。

　
(ⅵ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

　監査役会は、内部監査室所属の使用人に、監査業務に必要な補助を依頼することができます。

　
(ⅶ)前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　補助者の人事異動につき、監査役会の意見を尊重するものとしております。

　
(ⅷ)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する事項

　取締役、経営本部及び内部監査室は、以下の重要事項を定期的に常勤監査役に報告するものとし、

監査役会において、当該報告を提出しております。

　１）重要な機関決定事項

　２）経営状況のうち重要な事項

　３）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

　４）内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項

　５）重大な法令・定款違反

　６）その他、重要事項

　
(ⅸ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会は業務執行取締役及び重要な使用人に対してヒアリングを実施することができると共に、

代表取締役社長、監査法人、法律顧問と意見交換等を実施しております。

　
（リスク管理体制の整備の状況）

　当社は、経営本部及び当社グループ各社のリスク担当が連携し、リスク管理体制の強化、推進に努

めております。具体的な方法として、緊急時対応規程において、具体的なリスクを想定、分類し、有

事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備しております。また、内部監査室は、内部監査規

程に基づき、組織横断的なリスクの状況把握、監視を行い、定期的に取締役会に対してリスク管理に

関する事項を報告しております。

　
②　内部監査及び監査役監査

・内部監査

　内部監査室（１名）が行っております。具体的には、社内プロジェクト及び当社グループ各社が、

法令、定款、社会規範、社内規程、ならびに業界団体の定めるガイドラインに従い適正な企業活動を

行っているか、また、業務フローにおいて適切な牽制が働いているか否かを、監査役会との相互協力

の上、書類の閲覧及び実地調査しております。内部監査室は、四半期毎に複数の部署及び当社グルー

プ各社に対して内部監査を行い、内部監査報告書を作成し、取締役会に対し報告を行っております。

改善命令を受けた被監査部門の管掌取締役は、遅滞無く必要な措置を講じており、内部監査室は内部

監査終了後１年以内に改善状況の実地確認を行い、問題発生の未然防止を図っております。なお、当

社は高いレベルでのコンプライアンス経営を実現するため、弁護士と顧問契約を締結しております。

　また、会計監査人及び監査役会と連携することでさらに実効性の高い内部監査が実施できるよう努

めております。

　
・監査役監査
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　監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、監査役会で策定された監査方針並びに監査計画に

基づいて、取締役会等の重要会議に出席し、取締役の職務執行を監査しております。なお、常勤監査

役である塩月燈子氏は、法律、会計及び監査に関する相当程度の知見を有しております。

　また、常勤監査役は、内部監査室と定期的にミーティングを行い、内部監査の実施状況及び監査結

果について報告を受けるとともに、内部監査の実施計画、具体的実施方法、業務改善策等に関し、意

見交換を行うとともに、社内各部署及びグループ企業各社の監査にあたり、内部監査室と連携して、

取締役・使用人からの事情の聴取、書類の閲覧、実地調査等を行っております。

　さらに、監査役は会計監査人と定期的に会合をもち、監査計画、監査実施状況等について報告及び

説明を受け、必要に応じて適宜情報交換を行うこと等により相互に連携して監査を実施し、監査の品

質向上・効率化、コーポレート・ガバナンスの充実・強化に努めております。

　
③　社外取締役及び社外監査役

　当社は、独立性の高い社外監査役２名が監査を実施しており、社外からの経営監視という点では十

分に機能する体制が整っていると考えられるため、社外取締役は選任しておりません。当事業年度末

日現在、社外監査役２名を選任しております。社外監査役を選任するための当社からの独立性に関す

る基準又は方針はないものの、選任にあたっては東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基

準等を参考にしております。社外監査役である堀内雅生氏及び沼田功氏との間に特筆すべき利害関係

はありません。

　また、当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定す

る最低責任限度額であります。

　
④　役員の報酬等

　イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額

（百万円）
対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック

オプション

取締役 382 315 67 10

監査役（社外監査役を除

く）
7 7 － 1

社外監査役 4 4 － 2
 

　
　ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　
　ハ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の役員の報酬等の額については、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内において決

定しております。各取締役の報酬額は、取締役会より一任された代表取締役が役割、貢献度合い、業

績等を総合的に勘案、決定し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しております。
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⑤　株式の保有状況

　イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　
　ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が

資本金額の100分の１を超える銘柄

該当事項はありません。

　
　ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　 前事業年度

（百万円）

当事業年度

（百万円）

貸借対照表

計上額の合計額

貸借対照表

計上額の合計額

受取配当金

の合計額

売却損益

の合計額

評価損益

の合計額

非上場株式 34 14 － － 29

非上場株式以外の株式 560 232 0 217 135
 

　
⑥　会計監査の状況

　当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約及び四半期財務諸表に対する意見表明業務契約を締

結し、会社法ならびに金融商品取引法に基づく監査、および四半期財務諸表に対する意見表明を受け

ております。当連結会計年度における当社の監査体制は以下のとおりであります。

・会計業務を執行した公認会計士の氏名

　　指定社員　業務執行社員　猪瀬　忠彦

　　指定社員　業務執行社員　勢志　元

・会計監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　　５名、　　その他　　５名

　
⑦　取締役の定数

当社は、取締役を10名以内とする旨を定款で定めております。

　
⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　
⑨  株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主

総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　
⑩　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に

関する取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任につ

き、善意でかつ重大な過失がない場合は、法令の限度において免除することができる旨定款に定めて

おります。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待

される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

　
⑪　中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会決議をもって、毎年３月31日を基準日として

中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能に

するためであります。
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⑫　自己株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会決議をもって、自己株式を取得することがで

きる旨を定款に定めております。これは、株主への一層の利益還元及び資本効率の向上を目的とする

ものであります。

　
　
(2)　【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 42 － 40 －

連結子会社 19 3 12 －

合計 61 3 52 －
 

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　
③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　
④【監査報酬の決定方針】

当社では、監査公認会計士等と協議した上で、当社の規模・業務の特性等に基づいた監査日数・要員

数等を総合的に勘案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省

令第28号）に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年10月１日から平成

25年９月30日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年10月１日から平成25年９月30日まで）の財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機

構へ加入しております。また、各種研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,925 28,455

受取手形及び売掛金 21,192 22,881

たな卸資産
※１ 92 ※１ 164

営業投資有価証券 3,638 5,619

外国為替取引顧客預託金 51,644 －

外国為替取引顧客差金 12,252 －

繰延税金資産 1,326 1,581

その他 5,243 2,260

貸倒引当金 △46 △47

流動資産合計 116,268 60,916

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,987 2,150

減価償却累計額 △510 △635

建物及び構築物（純額） 1,476 1,514

工具、器具及び備品 5,888 6,791

減価償却累計額 △3,702 △4,229

工具、器具及び備品（純額） 2,186 2,561

建設仮勘定 148 261

その他 13 8

有形固定資産合計 3,825 4,346

無形固定資産

のれん 2,991 2,812

ソフトウエア 4,981 4,812

その他 2,046 2,792

無形固定資産合計 10,019 10,417

投資その他の資産

投資有価証券
※２ 2,740 ※２ 2,613

長期貸付金 12 8

繰延税金資産 898 1,233

その他 2,653 1,908

貸倒引当金 △53 △19

投資その他の資産合計 6,252 5,744

固定資産合計 20,097 20,509

資産合計 136,366 81,425
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,226 14,268

未払金 6,608 5,076

短期借入金 220 －

未払法人税等 4,711 6,971

外国為替取引顧客預り証拠金 63,468 －

その他 4,343 3,545

流動負債合計 91,579 29,861

固定負債

社債 100 －

長期借入金 315 47

勤続慰労引当金 122 267

資産除去債務 624 658

その他 24 3

固定負債合計 1,187 976

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 4 －

特別法上の準備金合計 4 －

負債合計 92,771 30,837

純資産の部

株主資本

資本金 7,203 7,203

資本剰余金 5,400 2,289

利益剰余金 30,379 37,439

自己株式 △1,388 △1,933

株主資本合計 41,595 44,999

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 310 436

為替換算調整勘定 △138 157

その他の包括利益累計額合計 171 594

新株予約権 121 152

少数株主持分 1,705 4,840

純資産合計 43,594 50,587

負債純資産合計 136,366 81,425
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 141,111 162,493

売上原価 84,301 104,907

売上総利益 56,810 57,585

販売費及び一般管理費
※１ 39,399 ※１ 47,266

営業利益 17,410 10,318

営業外収益

受取利息 39 9

受取配当金 3 －

投資有価証券評価益 8 39

持分法による投資利益 － 18

為替差益 － 205

その他 70 98

営業外収益合計 121 371

営業外費用

支払利息 29 21

持分法による投資損失 141 －

消費税等調整額 124 45

その他 90 51

営業外費用合計 385 119

経常利益 17,146 10,570

特別利益

関係会社株式売却益 1,081
※２ 16,661

その他 67 290

特別利益合計 1,148 16,952

特別損失

減損損失
※３ 1,436 ※３ 3,835

事業撤退損 34 1,807

その他 553 906

特別損失合計 2,024 6,549

税金等調整前当期純利益 16,270 20,973

法人税、住民税及び事業税 7,971 10,482

法人税等調整額 △467 △873

法人税等合計 7,503 9,608

少数株主損益調整前当期純利益 8,767 11,364

少数株主利益 244 860

当期純利益 8,522 10,504
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 8,767 11,364

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 231 58

為替換算調整勘定 28 185

持分法適用会社に対する持分相当額 13 196

その他の包括利益合計 273 441

包括利益
※１ 9,040 ※１ 11,806

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 8,801 10,927

少数株主に係る包括利益 238 878
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,177 7,203

当期変動額

新株の発行 25 －

当期変動額合計 25 －

当期末残高 7,203 7,203

資本剰余金

当期首残高 5,512 5,400

当期変動額

自己株式の消却 － △4,305

自己株式の処分 △137 △9

新株の発行 25 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 1,203

当期変動額合計 △111 △3,110

当期末残高 5,400 2,289

利益剰余金

当期首残高 24,268 30,379

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △1,203

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の
減少

△128 －

持分法の適用範囲の変動 － 24

当期純利益 8,522 10,504

当期変動額合計 6,111 7,060

当期末残高 30,379 37,439

自己株式

当期首残高 － △1,388

当期変動額

自己株式の取得 △1,999 △4,999

自己株式の消却 － 4,305

自己株式の処分 611 149

当期変動額合計 △1,388 △545

当期末残高 △1,388 △1,933

株主資本合計

当期首残高 36,958 41,595

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

自己株式の取得 △1,999 △4,999

自己株式の処分 474 140
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

新株の発行 51 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の
減少

△128 －

持分法の適用範囲の変動 － 24

当期純利益 8,522 10,504

当期変動額合計 4,636 3,404

当期末残高 41,595 44,999

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 76 310

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

233 126

当期変動額合計 233 126

当期末残高 310 436

為替換算調整勘定

当期首残高 △183 △138

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

44 296

当期変動額合計 44 296

当期末残高 △138 157

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △107 171

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

278 422

当期変動額合計 278 422

当期末残高 171 594

新株予約権

当期首残高 64 121

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 57 30

当期変動額合計 57 30

当期末残高 121 152

少数株主持分

当期首残高 1,761 1,705

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △56 3,135

当期変動額合計 △56 3,135

当期末残高 1,705 4,840
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

純資産合計

当期首残高 38,677 43,594

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

自己株式の取得 △1,999 △4,999

自己株式の処分 474 140

新株の発行 51 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の減少 △128 －

持分法の適用範囲の変動 － 24

当期純利益 8,522 10,504

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 279 3,588

当期変動額合計 4,916 6,992

当期末残高 43,594 50,587
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 16,270 20,973

減価償却費 3,334 4,276

のれん償却額 376 418

減損損失 1,436 3,835

関係会社株式売却損益（△は益） △1,081 △16,606

事業撤退損 34 1,807

売上債権の増減額（△は増加） △7,103 △1,710

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △347 △1,735

外国為替取引預け委託保証金の増減額（△は増
加）

1,199 1,549

外国為替取引未決済額の純増減額（△は増加） △241 208

仕入債務の増減額（△は減少） 3,959 2,133

未払金の増減額（△は減少） 3,065 △1,410

未払消費税等の増減額（△は減少） △190 △76

その他 419 △968

小計 21,131 12,695

利息及び配当金の受取額 33 9

利息の支払額 △29 △21

法人税等の支払額 △7,507 △7,703

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,627 4,980

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △836 △600

定期預金の払戻による収入 405 75

有形固定資産の取得による支出 △2,898 △2,273

無形固定資産の取得による支出 △6,963 △6,693

関係会社株式の売却による収入 289 7,065

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

※２ 595 ※２ 13,647

その他 △1,504 △383

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,913 10,837

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △220

長期借入金の返済による支出 △1,231 △1,003

社債の償還による支出 △200 △200

少数株主からの払込みによる収入 687 1,518

自己株式の取得による支出 △1,999 △5,004

自己株式の処分による収入 462 95

配当金の支払額 △2,280 △2,263

自己株式取得目的の金銭の信託の払戻による収
入

3,002 －

その他 9 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,548 △7,081

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26 464

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,139 9,200

現金及び現金同等物の期首残高 18,108 19,248

現金及び現金同等物の期末残高
※１ 19,248 ※１ 28,448
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

項目
当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　49社

主要な連結子会社

㈱Cygames

㈱シーエー・モバイル

㈱サムザップ

㈱アプリボット

㈱マイクロアド

㈱CyberZ

㈱AMoAd

㈱サイバーエージェント・ベンチャーズ

　㈱CyberSS、㈱アメスタ、㈱パシャオク、㈱グリフォン、㈱サイバーエージェ

ント・クラウドファンディング、㈱CA Tech Kids、㈱Amebaプロダクツ、㈱

7gogo、㈱CA Drive他6社につきましては当連結会計年度に新規設立等したため、

連結の範囲に含めております。

　㈱サイバーエージェントFXにつきましては当連結会計年度に株式を売却したた

め、㈱フラウディア・コミュニケーションズ、㈱QuunApp他2社につきましては解

散したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

　微告亞洲集團有限公司

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の純資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社数　５社

主要な会社名

　㈱ネットプライスドットコム

㈱セレスにつきましては当連結会計年度に持分比率が増加したため、上海冠润

创业投资合伙企业（有限合伙）につきましては新規設立したため、持分法の適用

範囲に含めております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称

　微告亞洲集團有限公司

持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社はいずれも、それぞれ当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用対象から除外しております。

(3) 他の会社の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所

有しているにもかかわらず関連会社としなかった当該他の会社等の名称

　㈱マインドパレット　他

関連会社としなかった理由

　当社の営業目的である投資育成のために取引したものであり、営業、人

事、資金その他の取引を通して、投資先会社の支配を目的としたものではな

いため関連会社としておりません。
 

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

連結子会社のうち、塞博艾坚特（北京）投资咨询有限公司、上海冠润创业投资

管理合伙企业（有限合伙）の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日において、連結財務諸表作成の

基礎となる財務諸表を作成するために必要とされる決算を行っております。
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項目
当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

４　会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①　その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用し

ております。

　 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　 ②　たな卸資産

　 商品及び仕掛品

　 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①　有形固定資産

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は建物及び構築物

６～18年、工具、器具及び備品５～８年であります。

　 ②　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用）につい

ては社内における見込利用可能期間（５年以内）による定額法を採用し

ております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

　 ②　勤続慰労引当金

勤続の従業員に対する慰労金の支出に備えるため、内規に基づく支給

見込額を計上しております。

　 (4) のれんの償却方法及び償却期間

　 個別案件毎に判断し、20年以内の合理的な年数で償却しております。な

お、金額的に重要性のない場合には、発生時に全額償却しております。

　 (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

　 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 ①　消費税等の会計処理

　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　 ②　連結納税制度の適用

　 　連結納税制度を適用しております。
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(表示方法の変更)

　

当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

（連結貸借対照表）　

　前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めて表示していた「未払金」は、当連結会計年度におい

て、負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため、区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、流動負債の「その他」に表示していた10,943百万円は、「未払金」6,608百万円、「その他」4,343百

万円として組み替えております。

　
（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価益」は、当連結会

計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しております。

　また、前連結会計年度において、区分掲記していた営業外収益の「雇用助成金・奨励金」は、当連結会計年度に

おいて、営業外収益の総額の100分の10以下となったため、「その他」に含めて表示しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、営業外収益の「その他」に表示していた57百万円は、「投資有価証券評価益」８百万円、「その他」

49百万円として組み替えたうえで、「雇用助成金・奨励金」に表示していた21百万円を「その他」として組み替え

ております。

　

　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めて表示していた「事業撤退損」は、当連結会計年度にお

いて、特別損失の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、特別損失の「その他」に表示していた588百万円は、「事業撤退損」34百万円、「その他」553百万円

として組み替えております。

　
（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた「事業撤退

損」は、当連結会計年度において、重要性が増したため、区分掲記しております。

　また、前連結会計年度において、区分掲記していた営業活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当金の増減額

（△は減少）」、「持分法による投資損益（△は益）」は、当連結会計年度において、重要性が乏しくなったた

め、「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸

表の組替えを行っております。

　この結果、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に表示していた311百万円は、「事業撤退損」34百

万円、「その他」276百万円として組み替えたうえで、「貸倒引当金の増減額（△は減少）」1百万円、「持分法に

よる投資損益（△は益）」141百万円と表示していたものは、「その他」として組み替えております。

　

　前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた「関係会社株

式の売却による収入」は、当連結会計年度において、重要性が増したため、区分掲記しております。

　また、前連結会計年度において、区分掲記していた投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の売却

による収入」、「関係会社株式の取得による支出」、「敷金及び保証金の差入による支出」、「敷金及び保証金の

回収による収入」は、当連結会計年度において、重要性が乏しくなったため、「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に表示していた△498百万円は、「関係会社株式の

売却による収入」289百万円、「その他」△787百万円として組み替えたうえで、「投資有価証券の売却による収

入」266百万円、「関係会社株式の取得による支出」△340百万円、「敷金及び保証金の差入による支出」△801百

万円、「敷金及び保証金の回収による収入」158百万円と表示していたものは、「その他」として組み替えており

ます。
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(連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

　 前連結会計年度

(平成24年９月30日)

当連結会計年度

(平成25年９月30日)

商品 44百万円 12百万円

  仕掛品 45百万円 151百万円

  その他 2百万円 0百万円

  計 92百万円 164百万円
 

　
※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　 前連結会計年度

(平成24年９月30日)

当連結会計年度

(平成25年９月30日)

投資有価証券（株式） 1,755百万円 2,018百万円
 

　
３　　当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　 前連結会計年度

(平成24年９月30日)

当連結会計年度

(平成25年９月30日)

当座貸越極度額の総額 7,050百万円 7,300百万円

  借入実行残高 220百万円 －百万円

  差引額 6,830百万円 7,300百万円
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(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　 前連結会計年度

(自　平成23年10月１日

　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度

(自　平成24年10月１日

　至　平成25年９月30日)

給与手当 9,227百万円 9,390百万円

広告宣伝費 6,196百万円 11,479百万円

回収手数料 4,915百万円 6,588百万円
 

　

　※２　関係会社株式売却益の主なものは、㈱サイバーエージェントFX株式の全株式売却に係るものが10,341百万円、

㈱Cygames株式の一部売却に係るものが6,068百万円であります。

　
※３　減損損失

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都渋谷区 事業用資産 建物及び構築物

東京都渋谷区 事業用資産 工具、器具及び備品

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウェア

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウェア仮勘定

― その他 のれん
 

　
(2) 減損損失の認識に至った経緯

Ameba関連事業、SAP・その他メディア事業及びインターネット広告事業の一部のサービスにつきまして、当初

想定していた収益を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グループについて減損損失を認識しておりま

す。

　
(3) 減損損失の金額

建物及び構築物 9百万円

工具、器具及び備品 4百万円

ソフトウェア 1,047百万円

ソフトウェア仮勘定 279百万円

のれん 95百万円

計 1,436百万円
 

　
(4) 資産のグルーピングの方法

当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピング

を行っております。

　
(5) 回収可能価額の算定方法

当社グループの回収可能価額は使用価値を使用しております。Ameba関連事業、SAP・その他メディア事業及び

インターネット広告事業の一部については、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため具体的な割引率の算

定は行っておりません。
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当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都渋谷区 事業用資産 工具、器具及び備品

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウェア

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウェア仮勘定

― 事業用資産 のれん

東京都渋谷区 事業用資産 長期前払費用
 

　
(2) 減損損失の認識に至った経緯

Ameba関連事業、SAP・その他メディア事業及びインターネット広告事業の一部のサービスにつきまして、当初

想定していた収益を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グループについて減損損失を認識しておりま

す。

　
(3) 減損損失の金額

工具、器具及び備品 22百万円

ソフトウェア 2,785百万円

ソフトウェア仮勘定 573百万円

のれん 0百万円

長期前払費用 454百万円

計 3,835百万円
 

　
(4) 資産のグルーピングの方法

当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピング

を行っております。

　
(5) 回収可能価額の算定方法

当社グループの回収可能価額は使用価値を使用しております。Ameba関連事業、SAP・その他メディア事業及び

インターネット広告事業の一部については、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため具体的な割引率の算

定は行っておりません。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　

　 前連結会計年度

(自　平成23年10月１日

　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度

 (自　平成24年10月１日

　至　平成25年９月30日)

その他有価証券評価差額金 　 　
  当期発生額 256 1,256

  組替調整額 △9 △1,120

  　税効果調整前 247 135

  　税効果額 △15 △77

  　その他有価証券評価差額金 231 58

為替換算調整勘定 　 　
  当期発生額 27 167

  組替調整額 0 17

  為替換算調整勘定 28 185

持分法適用会社に対する持分相当額 　 　
  当期発生額 12 263

  組替調整額 0 △66

  持分法適用会社に対する持分相当額 13 196

その他の包括利益合計 273 441
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

  普通株式 652,251 246 － 652,497
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　新株予約権の権利行使による増加　　　　　　　　　246株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

  普通株式 － 7,383 2,258 5,125
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　　 　　　7,383株

減少数の内訳は、次の通りであります。

新株予約権の行使時における自己株式代用による減少 　　2,258株

　

３　新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計

年度末残高

(百万円)
当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社 平成21年新株予約権 普通株式 － － － － 74

提出会社
平成23年第１回

新株予約権
普通株式 － － － － 7

提出会社
平成23年第２回

新株予約権
普通株式 － － － － 40

合計 － － － － 121
 

（注）平成23年第１回新株予約権及び平成23年第２回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成23年12月16日
定時株主総会

普通株式 2,282 3,500 平成23年９月30日 平成23年12月19日
 

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成24年12月14日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,265 3,500 平成24年９月30日 平成24年12月17日
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当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

  普通株式 652,497 － 20,364 632,133
 

（変動事由の概要）

減少数の内訳は、次の通りであります。

　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　20,364株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

  普通株式 5,125 24,968 20,948 9,145
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　　　　　　24,968株

減少数の内訳は、次の通りであります。

取締役会決議に基づく消却による減少　　　　　　　　　　20,364株

新株予約権の行使時における自己株式代用による減少　　　 　584株

　

３　新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計

年度末残高

(百万円)
当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社 平成21年新株予約権 普通株式 － － － － 33

提出会社
平成23年第１回

新株予約権
普通株式 － － － － 16

提出会社
平成23年第２回

新株予約権
普通株式 － － － － 80

提出会社 平成24年新株予約権 普通株式 － － － － 21

合計 － － － － 152
 

（注）平成23年第１回新株予約権、平成23年第２回新株予約権及び平成24年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来

しておりません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成24年12月14日定
時株主総会

普通株式 2,265 3,500 平成24年９月30日 平成24年12月17日
 

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成25年12月13日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,180 3,500 平成25年９月30日 平成25年12月16日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

　 前連結会計年度

(自　平成23年10月１日

　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度

(自　平成24年10月１日

　至　平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 20,925百万円 28,455百万円

外国為替取引顧客預託金 51,644百万円 －百万円

外国為替取引顧客預託金のうち外国為替取引顧

客預り保証金の分別管理を目的とするもの

△51,644百万円 －百万円

計 20,925百万円 28,455百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,677百万円 △6百万円

現金及び現金同等物 19,248百万円 28,448百万円
 

　

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　㈱Voyage groupの株式の売却により㈱Voyage group他17社が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産

及び負債の内訳並びに株式の売却価額と売却による収入及び支出は次のとおりであります。

㈱Voyage group他17社

流動資産 4,576百万円

固定資産 1,020百万円

流動負債 △2,863百万円

固定負債 △284百万円

その他の包括利益累計額 △126百万円

のれん未償却残高 △3百万円

少数株主持分 △832百万円

利益剰余金 △106百万円

株式売却後の投資勘定 △130百万円

株式売却損益 1,018百万円

売却価額 2,268百万円

現金及び現金同等物 △1,673百万円

差引：売却による収入 595百万円
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当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　株式の売却により㈱サイバーエージェントFXが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内

訳並びに株式の売却価額と売却による収入及び支出は次のとおりであります。

流動資産 81,166百万円

固定資産 699百万円

流動負債 △71,852百万円

固定負債 △11百万円

特別準備金 △４百万円

株式売却損益 10,341百万円

売却価額 20,339百万円

現金及び現金同等物 △6,858百万円

差引：売却による収入 13,480百万円
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、Ameba関連事業、SAP・その他メディア事業及びインターネット広告事業といった、

インターネットユーザー及び広告主の両方向に接点を持ったインターネット総合サービスを提供してお

り、当該サービスから発生する資金負担の可能性に備えるため、手許流動性の維持に加え、複数の取引

金融機関と当座貸越契約を締結し、資金需要に備えております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び組合出資金等であり、純投資目的及び事

業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場

価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に関するリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社グループは、取引先審査・与信管理ガイドラインに従い、新規取引先等の審査及び与信管理を

行っております。また、経理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部門と経理部

門の協働により、取引先ごとに期日及び残高の管理をするとともに、主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングすることにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

を把握しており、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２)参照）。

　
前連結会計年度（平成24年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（単位：百万円）

　
連結貸借対照表計上額

（*１）
時価（*１） 差額

  (1)現金及び預金 20,925 20,925 －

  (2)受取手形及び売掛金 21,192 21,192 －

  (3)営業投資有価証券 230 230 －

  (4)投資有価証券 2,081 1,607 (473)

  (5)外国為替取引顧客預託金 51,644 51,644 －

  資産計 96,073 95,600 (473)

  (1)支払手形及び買掛金 (12,226) (12,226) －

  (2)未払金 (6,608) (6,608) －

  (3)未払法人税等 (4,711) (4,711) －

  (4)長期借入金(*２) (1,319) (1,320) 0

  (5)外国為替取引顧客預り証拠金 (63,468) (63,468) －

  負債計 (88,335) (88,335) 0

  デリバティブ取引 　 　 　

    外国為替取引顧客差金(*３) 11,823 11,823 －
 

（*１) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（*２) 一年以内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（*３) デリバティブ取引により生じた正味の債権は純額で表示しております。
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当連結会計年度（平成25年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（単位：百万円）

　
連結貸借対照表計上額

（*１）
時価（*１） 差額

  (1)現金及び預金 28,455 28,455 －

  (2)受取手形及び売掛金 22,881 22,881 －

  (3)営業投資有価証券 527 527 －

  (4)投資有価証券 1,761 2,708 947

  資産計 53,625 54,573 947

  (1)支払手形及び買掛金 (14,268) (14,268) －

  (2)未払金 (5,076) (5,076) －

  (3)未払法人税等 (6,971) (6,971) －

  (4)長期借入金(*２) (364) (365) 0

  負債計 (26,681) (26,682) 0
 

（*１) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（*２) 一年以内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

　
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 営業投資有価証券、(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　
負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同等の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　　　　(単位：百万円）

区分 平成24年９月30日 平成25年９月30日

営業投資有価証券 　 　
　　非上場株式 2,537 4,105

　　非上場債券 － 157

　　投資事業組合等への出資金(*) 870 828

合計 3,407 5,092

投資有価証券 　 　
　　非上場株式 450 572

　　投資事業組合等への出資金(*) 209 279

合計 659 852
 

(*)　投資事業組合等への出資金のうち、投資事業組合等の組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難

と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象としておりません。

　　

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　  （単位：百万円）

　
１年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 20,925 － － －

受取手形及び売掛金 21,192 － － －

外国為替取引顧客預託金 51,644 － － －

合計 93,762 － － －
 

　
当連結会計年度（平成25年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  （単位：百万円）

　
１年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 28,455 － － －

受取手形及び売掛金 22,881 － － －

合計 51,336 － － －
 

　
　
(注４) 社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  （単位：百万円）

　
１年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

社債 200 100 － － － －

長期借入金 1,003 268 7 7 7 24

合計 1,203 368 7 7 7 24
 

　
当連結会計年度（平成25年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  （単位：百万円）

　
１年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

社債 100 － － － － －

長期借入金 317 7 7 7 6 18

合計 417 7 7 7 6 18
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成24年９月30日）

区分 種類
連結決算日における連結貸

借対照表計上額

(百万円)

取得原価

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

営業投資有価証券に
属するもの

  株式 187 100 86

投資有価証券に属す
るもの

  株式 585 190 394

小計 772 291 480

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

営業投資有価証券に
属するもの

  株式 42 50 △7

投資有価証券に属す
るもの

  株式 63 72 △9

小計 105 122 △16

合計 　 878 414 463
 

　
当連結会計年度（平成25年９月30日）

区分 種類
連結決算日における連結貸

借対照表計上額

(百万円)

取得原価

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

営業投資有価証券に
属するもの

  株式 527 145 382

投資有価証券に属す
るもの

  株式 232 96 135

小計 760 242 518

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

営業投資有価証券に
属するもの

  株式 － － －

投資有価証券に属す
るもの

  株式 － － －

小計 － － －

合計 　 760 242 518
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２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 211 174 8

債券 85 － 162

その他 56 － －

合計 353 174 171
 

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 1,992 1,420 41

合計 1,992 1,420 41
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(退職給付関係)

　該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

１．費用計上額及び科目名

　 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費の株式報

酬費用
68百万円 75百万円

 

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

　

当社

平成18年

ストック・オプション

当社

平成21年

ストック・オプション

当社

平成23年第１回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社取締役　　７名

当社従業員　　76名

子会社取締役　３名

子会社従業員　５名

当社取締役　　８名 当社従業員　　４名

ストック・オプション数

(注)１
普通株式　6,810株 普通株式　1,168株 普通株式　384株

付与日 平成18年４月13日 平成22年１月４日 平成24年１月４日

権利確定条件

権利行使時においても、

当社の取締役及び従業員

並びに当社子会社の取締

役及び従業員の地位にあ

ることを要する。

同左 同左

対象勤務期間
自　平成18年４月13日

至　平成19年12月18日

自　平成22年１月５日

至　平成24年１月４日

自　平成24年１月４日

至　平成25年12月16日

権利行使期間
自　平成19年12月19日

至　平成27年12月18日

自　平成24年１月５日

至　平成26年１月４日

自　平成25年12月17日

至　平成33年12月16日
 

　

　
当社

平成23年第２回

ストック・オプション

当社

平成24年

ストック・オプション

㈱シーエー・モバイル

平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社取締役　　８名 当社取締役　　８名 同社取締役　３名

ストック・オプション数

(注)１
普通株式　2,136株 普通株式　1,600株 普通株式　480,000株(注)２

付与日 平成24年１月４日 平成25年１月４日 平成18年３月９日

権利確定条件

権利行使時においても、

当社の取締役及び従業員

並びに当社子会社の取締

役及び従業員の地位にあ

ることを要する。

同左

行使時において、当社の

取締役又は従業員である

ことを要する。

(注)３

対象勤務期間
自　平成24年１月４日

至　平成25年12月16日

自　平成25年１月４日

至　平成26年12月14日

自　平成18年３月９日

至　平成18年３月27日

権利行使期間
自　平成25年12月17日

至　平成33年12月16日

自　平成26年12月15日

至　平成34年12月14日

自　平成18年３月28日

至　平成28年３月９日
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㈱シーエー・モバイル

平成20年

ストック・オプション

㈱シーエー・モバイル

平成21年

ストック・オプション

㈱シーエー・モバイル

平成23年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

同社取締役　　　　３名

同社監査役　　　　１名

同社従業員　　　　14名

同社取締役　４名

同社監査役　１名

同社従業員　19名

同社取締役　４名

同社従業員　13名

子会社取締役　１名

ストック・オプション数

(注)１
普通株式　58,000株(注)４ 普通株式　60,000株(注)４ 普通株式　87,400株

付与日 平成20年３月26日 平成21年４月30日 平成23年１月20日

権利確定条件

行使時において、当社

の取締役、監査役又は

従業員であることを要

する。

同左 同左

対象勤務期間
自　平成20年３月26日

至　平成22年３月26日

自　平成21年４月30日

至　平成23年４月30日

自　平成23年１月20日

至　平成25年１月20日

権利行使期間
自　平成22年３月27日

至　平成29年12月19日

自　平成23年５月１日

至　平成30年12月18日

自　平成25年１月21日

至　平成32年12月16日
 

　

　

㈱Cygames

平成23年

ストック・オプション

㈱マイクロアド

平成23年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

同社取締役　　３名 同社取締役　３名

同社従業員　１名

ストック・オプション数

(注)１
普通株式　416株 普通株式　290株

付与日 平成23年11月30日 平成23年12月28日

権利確定条件

権利行使日においても、

当社の取締役、監査役又

は従業員の地位にあるこ

とを要する。

権利行使日においても、

当社又は当社子会社にお

ける取締役、監査役又は

従業員の地位にあること

を要する。

対象勤務期間
自　平成23年11月30日

至　平成25年11月29日

自　平成23年12月28日

至　平成25年12月26日

権利行使期間
自　平成25年11月30日

至　平成33年11月29日

自　平成25年12月27日

至　平成33年12月26日
 

　(注)１　ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

２　平成19年２月２日付株式分割(株式１株につき10株)及び平成21年５月20日付株式分割（株式１株につき200

株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

３　平成18年ストック・オプションのうち116,000株(平成19年２月２日付株式分割(株式１株につき10株)及び平

成21年５月20日付株式分割（株式１株につき200株）による分割後)については、権利行使開始日を平成20年

３月10日以降とする条件が付されております。

４　平成21年５月20日付株式分割(株式１株につき200株)による分割後の株式数に換算して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

当社

平成18年

ストック・

オプション

当社

平成21年

ストック・

オプション

当社

平成23年第１回

ストック・

オプション

当社

平成23年第２回

ストック・

オプション

当社

平成24年

ストック・

オプション

権利確定前(株)

　前連結会計年度末 ― ― 384 2,136 ―

　付与 ― ― ― ― 1,600

　失効 ― ― ― 288 ―

　権利確定 ― ― ― ― ―

　未確定残 ― ― 384 1,848 1,600

権利確定後(株)

　前連結会計年度末 5,140 1,022 ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ― ―

　権利行使 ― 584 ― ― ―

　失効 265 ― ― ― ―

　未行使残 4,875 438 ― ― ―
 

　

　

㈱シーエー・

モバイル

平成18年

ストック・

オプション

(注)１

㈱シーエー・

モバイル

平成20年

ストック・

オプション

(注)２

㈱シーエー・

モバイル

平成21年

ストック・

オプション

(注)２

㈱シーエー・

モバイル

平成23年

ストック・

オプション

　

㈱Cygames

　
平成23年

ストック・

オプション

権利確定前(株) 　 　

　前連結会計年度末 ― ― ― 39,800 416

　付与 ― ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― 39,800 ―

　未確定残 ― ― ― ― 416

権利確定後(株) 　 　 　

　前連結会計年度末 464,000 18,000 28,200 ― ―

　権利確定 ― ― ― 39,800 ―

　権利行使 ― ― ― ― ―

　失効 ― ― 1,000 7,400 ―

　未行使残 464,000 18,000 27,200 32,400 ―
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㈱マイクロアド

　
平成23年

ストック・

オプション

権利確定前(株)

　前連結会計年度末 290

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 290

権利確定後(株)

　前連結会計年度末 ―

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 ―
 

(注) １　平成19年２月２日付株式分割(株式１株につき10株)及び平成21年５月20日付株式分割（株式１株につき200

株）による分割後の株式数に換算して記載おります。

２　平成21年５月20日付株式分割（株式１株につき200株）による分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。
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②　単価情報

　

当社

平成18年

ストック・

オプション

当社

平成21年

ストック・

オプション

当社

平成23年第１回

ストック・

オプション

当社

平成23年第２回

ストック・

オプション

当社

平成24年

ストック・

オプション

権利行使価格(円) 269,000 164,000 250,400 250,400 177,000

行使時平均株価(円) ― 168,099 ― ― ―

公正な評価単価

(付与日)(円)
― 76,300 123,200 123,200 79,200

 

　

　

㈱シーエー・

モバイル

平成18年

ストック・

オプション

(注)１

㈱シーエー・

モバイル

平成20年

ストック・

オプション

(注)２

㈱シーエー・

モバイル

平成21年

ストック・

オプション

(注)２

㈱シーエー・

モバイル

平成23年

ストック・

オプション

　

㈱Cygames

　
平成23年

ストック・

オプション

権利行使価格(円) 2,000 2,000 2,000 2,000 50,000

行使時平均株価(円) ― ― ― ― ―

公正な評価単価

(付与日)(円)
― ― ― ― ―

 

　

　

㈱マイクロアド

　
平成23年

ストック・

オプション

権利行使価格(円) 257,200

行使時平均株価(円) ―

公正な評価単価

(付与日)(円)
―

 

(注)１　平成19年２月２日付株式分割(株式１株につき10株)及び平成21年５月20日付株式分割（株式１株につき200株）

による権利行使価格の調整を行っております。

　　２　平成21年５月20日付株式分割（株式１株につき200株）による権利行使価格の調整を行っております。
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３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

㈱サイバーエージェント

当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。

(1)　使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

(2)　主な基礎数値及び見積方法

　
平成24年

ストック・オプション

株価変動性 (注)１ 50.59%～68.44%

予想残存期間 (注)２ ６年

予想配当 (注)３ 3,500円/株

無リスク利子率 (注)４ 0.10%～0.73%
 

（注)１　平成24年12月28日を基準として、予想残存期間に対応する株価実績に基づいて算定しております。

２　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使され

るものと推定して見積もっております。

３　算定時点における平成24年９月期の配当実績を使用しております。

４　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　
４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。

　
５　ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値の合

計額及び当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合

計額

(1)　当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　－円

(2)　当連結会計年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計

額　　　　　　　　　　　　　　　　

該当事項はありません。

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)
１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
当連結会計年度

（平成25年９月30日）

繰延税金資産 　 　

  未払事業税 433百万円 630百万円

  貸倒引当金 46百万円 26百万円

  営業投資有価証券評価損 182百万円 117百万円

  未払金 354百万円 469百万円

  前受金 95百万円 80百万円

  有形固定資産償却費 257百万円 204百万円

  固定資産減損損失 72百万円 399百万円

  資産除去債務 58百万円 66百万円

  ソフトウェア償却費 524百万円 555百万円

  投資有価証券評価損 516百万円 268百万円

  繰越欠損金 796百万円 1,484百万円

  勤続慰労引当金 45百万円 92百万円

  その他 360百万円 236百万円

繰延税金資産小計 3,744百万円 4,631百万円

評価性引当額 △1,241百万円 △1,424百万円

繰延税金資産合計 2,502百万円 3,207百万円

繰延税金負債 　 　

  その他有価証券評価差額金 △67百万円 △144百万円

  資産除去債務 △209百万円 △220百万円

  その他 －百万円 △26百万円

繰延税金負債合計 △277百万円 △392百万円

繰延税金資産の純額 2,225百万円 2,815百万円
 

　
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
当連結会計年度

（平成25年９月30日）

法定実効税率 40.69％ 38.01％

（調整） 　 　

  交際費等の永久差異 2.64％ 2.78％

  住民税均等割額 0.17％ 0.13％

  法人税等の特別控除 △1.00％ △0.16％

  連結子会社との税率差異 －％ 0.53％

  評価性引当額 △0.12％ 2.13％

  のれん償却 0.77％ 0.62％

  持分法投資損益 0.35％ △0.03％

  関係会社株式売却益 1.38％ 1.30％

  その他 1.23％ 0.50％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.12％ 45.81％
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(企業結合等関係)

　事業分離

（1）事業分離の概要

① 分離先企業の概要

㈱サイバーエージェントFX

② 分離した事業の内容

FX（外国為替証拠金取引）事業

③ 事業分離を行った主な理由

スマートフォン向けコミュニティ&ゲーム「Ameba」を注力事業とし、インターネット広告事業、SAP事

業、投資育成事業を中心に事業展開していくため、株式の全てを譲渡しました。

④ 事業分離日

平成25年１月31日

⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

㈱サイバーエージェントFXの全株式をヤフー㈱に譲渡しました。

　

（2）実施した会計処理の概要

① 移転損益の金額

関係会社株式売却益　　　　10,341百万円

② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 81,166百万円

固定資産 699百万円

資産合計 81,865百万円

流動負債 71,852百万円

固定負債 11百万円

特別準備金 ４百万円

負債合計 71,868百万円
 

　

（3）分離した事業が含まれていた報告セグメント

FX事業

　

（4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高               2,916百万円

営業利益             1,686百万円
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(資産除去債務関係)

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

前へ
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、商品・サービス別の事業本部及び子会社を置き、各事業本部及び子会社は、サービスの向上と

売上及び利益の拡大を目指し、国内外で事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部及び子会社を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、

「Ameba関連事業」、「SAP・その他メディア事業」、「インターネット広告事業」、「投資育成事業」、

「FX事業」の５つを報告セグメントとしております。

当社グループでは、前期よりスマートフォン関連事業に経営資源を集中してまいりました。当期につき

ましても、スマートフォン向けコミュニティ＆ゲーム「Ameba」の成功に引き続き注力し、従来以上に経営

資源をスマートフォン関連事業に集中するため、事業再編等の経営資源配分の見直しを行いました。この

再編に伴い、以下のとおり、社内業績管理体制をベースにした新たな報告セグメントに変更しました。

　
(1) 従来の「ネットビジネス総合事業」に属していたスマートフォンメディアの新規開発事業等を

「Ameba関連事業」に統合し、「ネットビジネス総合事業」の名称を「インターネット広告事業」へ変

更しました。

(2) 従来の「メディア関連事業」につきましては、ソーシャルゲーム事業の拡大等の事業の実態に合わ

せ、名称を「SAP・その他メディア事業」に変更しました。

　
旧セグメント　　　　　　　　　　　　　　　新セグメント

　

なお、前連結会計年度のセグメント情報は組織変更後の報告セグメント区分に基づき作成したものを開

示しています。

各セグメントに属するサービスの内容は、以下のとおりであります。

報告セグメント 属するサービスの内容

Ameba関連事業 Ameba、アメーバピグ、AMoAd等

SAP・その他メディア事業 ソーシャルゲーム事業、スマートフォン及びPCメディアの運営等

インターネット広告事業 広告代理事業、アドテクノロジー事業等

投資育成事業 コーポレートベンチャーキャピタル事業、ファンド運営等

FX事業 外国為替証拠金取引
 

　

EDINET提出書類

株式会社サイバーエージェント(E05072)

有価証券報告書

 77/118



　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実勢価格に基づいております。

　また、前連結会計年度の末日に比して、当連結会計年度の報告セグメントごとの資産の金額が著しく変

動しております。その概要は、以下のとおりです。

　当社は、平成25年１月31日に「FX事業」に分類しておりました㈱サイバーエージェントFXの全株式を売

却したため、第２四半期連結会計期間の平成25年２月１日より連結の範囲から除外しております。

　この結果、「FX事業」セグメント資産の金額はなくなっております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額
連結財務
諸表計上
額Ameba関連

SAP・その
他メディ
ア

インター
ネット広
告

投資育成 FX 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 19,567 47,059 66,664 338 7,480 141,111 － 141,111

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

5,872 980 3,018 13 － 9,884 △9,884 －

計 25,440 48,040 69,682 352 7,480 150,996 △9,884 141,111

セグメント利益又は損失
（△）

2,799 5,009 6,172 △219 3,647 17,410 － 17,410

セグメント資産 9,423 29,337 13,773 4,607 74,245 131,387 4,978 136,366

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,032 1,187 736 9 369 3,334 － 3,334

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

4,514 3,424 1,545 71 423 9,980 － 9,980
 

(注) セグメント資産の調整額 4,978百万円は全社資産の金額であり、その主なものは、現金及び預金、投資有価証券及

び管理部門に係る資産等であります。
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当連結会計年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額
連結財務
諸表計上
額Ameba関連

SAP・その
他メディ
ア

インター
ネット広
告

投資育成 FX 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 22,681 58,796 76,297 1,801 2,916 162,493 － 162,493

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

6,226 1,213 4,201 － － 11,642 △11,642 －

計 28,907 60,010 80,499 1,801 2,916 174,135 △11,642 162,493

セグメント利益又は損失
（△）

△8,715 8,800 7,850 697 1,686 10,318 － 10,318

セグメント資産 11,812 30,357 16,478 7,412 － 66,060 15,364 81,425

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 2,453 1,119 587 3 111 4,276 － 4,276

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

4,303 3,963 1,104 10 80 9,463 － 9,463
 

(注) セグメント資産の調整額 15,364百万円は全社資産の金額であり、その主なものは、現金及び預金、投資有価証券

及び管理部門に係る資産等であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を省略

しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

　

　

当連結会計年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を省略

しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

全社・消去 合計
Ameba関連

SAP・その
他メディア

インター
ネット広告

投資育成 FX 計

減損損失 276 1,003 156 － － 1,436 － 1,436
 

　　

当連結会計年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

全社・消去 合計
Ameba関連

SAP・その
他メディア

インター
ネット広告

投資育成 FX 計

減損損失 1,247 2,574 14 － － 3,835 － 3,835
 

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

全社・消去 合計
Ameba関連

SAP・その
他メディア

インター
ネット広告

投資育成 FX 計

当期償却額 5 356 14 － － 376 － 376

当期末残高 32 2,918 41 － － 2,991 － 2,991
 

　

当連結会計年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

全社・消去 合計
Ameba関連

SAP・その
他メディア

インター
ネット広告

投資育成 FX 計

当期償却額 13 397 7 － － 418 － 418

当期末残高 30 2,761 21 － － 2,812 － 2,812
 

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

 (1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当する事項はありません。

　
　②連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

記載すべき重要な事項はありません。

　
　③連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当する事項はありません。

　
　④連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目
期末残高

(百万円)

役員及びそ

の近親者

中山　豪 － －
当社

常務取締役

(被所有)

直接　0.17
－

ストック・オプ

ションの権利行使
11 － －

岡本　保郎 － －
当社

常務取締役

(被所有)

直接　0.06
－

ストック・オプ

ションの権利行使
54 － －

曽山　哲人 － － 当社取締役
(被所有)

直接　0.06
－

ストック・オプ

ションの権利行使
11 － －

石井　洋之 － － 当社取締役
(被所有)

直接　0.02
－

ストック・オプ

ションの権利行使
16 － －

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）平成16年12月18日開催の定時株主総会決議により、付与されたストック・オプションの当事業年度における権利

行使を記載しております。

なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数に払込金額を

乗じた金額を記載しております。

　
当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目
期末残高

(百万円)

役員及びそ

の近親者

日高　裕介 － －
当社

取締役副社長

(被所有)

直接　1.02
－

ストック・オプ

ションの権利行使
11 － －

中山　豪 － －
当社

常務取締役

(被所有)

直接　0.20
－

ストック・オプ

ションの権利行使
23 － －

曽山　哲人 － － 当社取締役
(被所有)

直接　0.08
－

ストック・オプ

ションの権利行使
11 － －

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）平成21年12月18日開催の定時株主総会決議により、付与されたストック・オプションの当事業年度における権利

行使を記載しております。

なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数に払込金額を

乗じた金額を記載しております。
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 (2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当する事項はありません。

　
　②連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

記載すべき重要な事項はありません。

　
　③連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当する事項はありません。

　
　④連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

記載すべき重要な事項はありません。

　
２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

 (1) 親会社情報

該当する事項はありません。

　
 (2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当する事項はありません。
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(１株当たり情報)

　 前連結会計年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

１株当たり純資産額 645円18銭 731円86銭

１株当たり当期純利益金額 131円62銭 166円41銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
131円54銭 166円39銭

 

　(注) １．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。このため、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益

金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

 ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益金額（百万円） 8,522 10,504

  普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

  普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 8,522 10,504

  普通株式の期中平均株式数（株） 64,750,923 63,122,430

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額（百万円） － －

  普通株式増加数（株） 39,431 8,138

    （うち新株予約権）（株） (39,431) (8,138)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要

普通株式に対する新株予約権

766,000株

普通株式に対する新株予約権

870,700株
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(重要な後発事象)

（株式分割及び単元株制度の採用）

　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で以下の株式分割及び単元株制度の採用を実

施いたしました。

　
(1)株式分割及び単元株制度採用の目的

　全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、１株を100株に分割するととも

に単元株式数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

　
(2)株式分割の概要

①分割の方法

　平成25年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を、１株

につき100株の割合で分割いたしました。

②分割により増加した株式数

　株式分割前の発行済株式総数　　　　　　　632,133株（自己株式9,145株を含む）

　株式分割により増加した株式数　　　　 62,581,167株

　株式分割後の発行済株式総数　　　　　 63,213,300株（自己株式914,500株を含む）

　株式分割後の発行可能株式総数　　　　252,853,200株

③分割の日程

　基準日 平成25年９月30日

　効力発生日 平成25年10月１日

　
(3)単元株制度の採用

①新設した単元株式の数

　単元株制度を採用し、単元株式数を100株といたしました。

②効力発生日

　平成25年10月１日

　
(4)１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報については、以下のとおりで

す。

前連結会計年度

　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　645円18銭

　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　131円62銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　131円54銭

　
当連結会計年度

　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　731円86銭

　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　166円41銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　166円39銭
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄
発行年月
日

当期首残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

利率

(％)
担保 償還期限

㈱サイバーエー
ジェント

㈱サイバーエージェ
ント　第１回無担保
社債（㈱みずほ銀行
保証付）

平成21年
３月27日

300
(200)

100
(100)

1.07 無担保
平成26年
３月27日

合計 － －
300
(200)

100
(100)

－ － －
 

(注) １　（　）内書は、１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年間の償還予定額は次のとおりであります。

１年以内

(百万円)

１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

100 － － － －
 

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 220 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,003 317 0.93 －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

315 47 1.97
平成26年10月１日～
平成33年10月31日

合計 1,539 364 － －
 

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　 ２　長期借入金 (１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額

区分
１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 7 7 7 6
 

　

　

　

【資産除去債務明細表】

　

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度期首及

び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略してお

ります。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 40,825 82,192 120,254 162,493

税金等調整前四半期

（当期）純利益金額
(百万円) 6,695 17,674 18,682 20,973

四半期（当期）

純利益金額
(百万円) 3,251 9,555 9,688 10,504

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 50.22 149.39 152.81 166.41

 

　

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期

純利益金額
（円） 50.22 99.80 2.14 13.09

 

(注) 当社は平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。このた

め、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益金

額を算定しております。
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２　【財務諸表等】
(1)　【財務諸表】
①　【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,369 14,616

受取手形 20 2

売掛金
※１ 10,857 ※１ 11,760

商品 28 －

仕掛品 26 115

営業投資有価証券 2,971 4,131

立替金
※１ 613 ※１ 659

前渡金 85 136

前払費用 559 925

短期貸付金
※１ 1,759 ※１ 1,016

繰延税金資産 796 1,125

その他 857 418

貸倒引当金 △100 △172

流動資産合計 22,844 34,735

固定資産

有形固定資産

建物 1,276 1,519

減価償却累計額 △319 △509

建物（純額） 956 1,010

工具、器具及び備品 3,622 5,232

減価償却累計額 △2,071 △3,183

工具、器具及び備品（純額） 1,551 2,049

建設仮勘定 148 －

有形固定資産合計 2,655 3,059

無形固定資産

ソフトウエア 2,085 2,195

ソフトウエア仮勘定 862 698

その他 48 1

無形固定資産合計 2,996 2,894

投資その他の資産

投資有価証券 681 410

関係会社株式 9,851 9,000

出資金 14 14

関係会社長期貸付金 155 1,390

破産更生債権等 16 13

敷金及び保証金 1,333 1,395

繰延税金資産 694 1,943

その他 36 17

貸倒引当金 △19 △413

投資その他の資産合計 12,763 13,771

固定資産合計 18,416 19,725

資産合計 41,260 54,460
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金
※１ 7,235 ※１ 8,544

未払金
※１ 3,135 ※１ 2,885

未払費用 710 888

未払法人税等 1,488 4,306

前受金 367 323

預り金 195 352

関係会社事業損失引当金 － 434

その他 1,518 491

流動負債合計 14,650 18,225

固定負債

社債 100 －

長期借入金 261 －

勤続慰労引当金 98 220

関係会社事業損失引当金 － 366

資産除去債務 551 614

固定負債合計 1,011 1,200

負債合計 15,661 19,426

純資産の部

株主資本

資本金 7,203 7,203

資本剰余金

資本準備金 2,289 2,289

その他資本剰余金 3,110 －

資本剰余金合計 5,400 2,289

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 14,005 26,894

利益剰余金合計 14,005 26,894

自己株式 △1,388 △1,933

株主資本合計 25,221 34,454

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 390 395

為替換算調整勘定 △133 32

評価・換算差額等合計 256 427

新株予約権 121 152

純資産合計 25,599 35,034

負債純資産合計 41,260 54,460
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②　【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 80,640 88,519

売上原価 55,976 66,897

売上総利益 24,664 21,622

販売費及び一般管理費
※１ 17,171 ※１ 23,103

営業利益又は営業損失（△） 7,493 △1,481

営業外収益

受取利息 11 20

有価証券利息 6 －

受取配当金
※２ 1,174 ※２ 102

投資有価証券評価益 7 54

その他 26 38

営業外収益合計 1,225 216

営業外費用

支払利息 16 12

社債利息 7 3

貸倒引当金繰入額 78 61

その他 50 17

営業外費用合計 152 95

経常利益又は経常損失（△） 8,566 △1,360

特別利益

関係会社株式売却益 1,632
※３ 26,561

その他 176 234

特別利益合計 1,808 26,795

特別損失

減損損失
※４ 272 ※４ 1,291

関係会社株式評価損 1,284 1,182

関係会社事業損失引当金繰入額 － 801

その他 389 1,212

特別損失合計 1,947 4,488

税引前当期純利益 8,427 20,946

法人税、住民税及び事業税 3,352 6,247

法人税等調整額 △615 △1,658

法人税等合計 2,736 4,588

当期純利益 5,691 16,358
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【売上原価明細書】
　

　 　
前事業年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

  Ⅰ　媒体費 　 48,008 83.1 52,427 75.8

  Ⅱ　労務費　 　 3,891 6.7 5,855 8.5

  Ⅲ　外注費　 　 3,950 6.8 5,819 8.4

  Ⅳ　経費　 　 1,830 3.2 4,647 6.7

  Ⅴ　投資育成事業売上原価 　 95 0.2 436 0.6

      当期総仕入高 　 57,777 100.0 69,186 100.0

      期首商品及び仕掛品たな
卸高　　

　 63 　 55 　

  　　　合計 　 57,841 　 69,241 　

      期末商品及び仕掛品たな
卸高　　

　 55 　 115 　

      他勘定振替高　　 　 1,809 　 2,228 　

  当期売上原価 　 55,976 　 66,897 　

　 　 　 　 　 　
 

（注）　原価計算の方法

当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。
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③　【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,177 7,203

当期変動額

新株の発行 25 －

当期変動額合計 25 －

当期末残高 7,203 7,203

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,264 2,289

当期変動額

新株の発行 25 －

当期変動額合計 25 －

当期末残高 2,289 2,289

その他資本剰余金

当期首残高 3,248 3,110

当期変動額

自己株式の消却 － △4,305

自己株式の処分 △137 △9

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 1,203

当期変動額合計 △137 △3,110

当期末残高 3,110 －

資本剰余金合計

当期首残高 5,512 5,400

当期変動額

自己株式の消却 － △4,305

自己株式の処分 △137 △9

新株の発行 25 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 1,203

当期変動額合計 △111 △3,110

当期末残高 5,400 2,289

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 10,597 14,005

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △1,203

当期純利益 5,691 16,358

当期変動額合計 3,408 12,888

当期末残高 14,005 26,894
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

利益剰余金合計

当期首残高 10,597 14,005

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △1,203

当期純利益 5,691 16,358

当期変動額合計 3,408 12,888

当期末残高 14,005 26,894

自己株式

当期首残高 － △1,388

当期変動額

自己株式の取得 △1,999 △4,999

自己株式の消却 － 4,305

自己株式の処分 611 149

当期変動額合計 △1,388 △545

当期末残高 △1,388 △1,933

株主資本合計

当期首残高 23,287 25,221

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

自己株式の取得 △1,999 △4,999

自己株式の処分 474 140

新株の発行 51 －

当期純利益 5,691 16,358

当期変動額合計 1,933 9,232

当期末残高 25,221 34,454

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △51 390

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

441 5

当期変動額合計 441 5

当期末残高 390 395

為替換算調整勘定

当期首残高 △136 △133

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 165

当期変動額合計 2 165

当期末残高 △133 32

評価・換算差額等合計

当期首残高 △187 256
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

443 171

当期変動額合計 443 171

当期末残高 256 427

新株予約権

当期首残高 64 121

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 57 30

当期変動額合計 57 30

当期末残高 121 152

純資産合計

当期首残高 23,164 25,599

当期変動額

剰余金の配当 △2,282 △2,265

自己株式の取得 △1,999 △4,999

自己株式の処分 474 140

新株の発行 51 －

当期純利益 5,691 16,358

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 501 202

当期変動額合計 2,434 9,435

当期末残高 25,599 35,034
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券(営業投資有価証券を含む)

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

　
３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は建物５～15年、工具、器具及び備品５～８年であり

ます。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なおソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間

(５年以内)による定額法を採用しております。

　
４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

(2) 勤続慰労引当金

勤続の従業員に対する慰労金の支出に備えるため、内規に基づく支給見込額を計上しております。

(3) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業損失に備えるため、当該会社の財政状態及び経営成績等を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。

　
５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(表示方法の変更)

　

当事業年度

（自　平成24年10月１日
　　至　平成25年９月30日）

（貸借対照表）

前事業年度において、区分掲記していた流動資産の「未収入金」は、当事業年度において、資産の総額の100分の

１以下となったため、「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、流動資産の「未収入金」に表示していた834百万円は、「その他」として組み替えております。

　
前事業年度において、区分掲記していた流動負債の「1年内返済予定の長期借入金」は、当事業年度において、負

債及び純資産の合計額の100分の１以下となったため、「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、流動負債の「1年内返済予定の長期借入金」に表示していた996百万円は、「その他」として組み替え

ております。

　
　
（損益計算書）

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価益」は、当事業年度に

おいて、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、営業外収益の「その他」に表示していた34百万円は、「投資有価証券評価益」7百万円、「その他」26

百万円として組み替えております。

　
前事業年度において、区分掲記していた営業外費用の「消費税等調整額」は、当事業年度において、営業外費用

の総額の100分の10以下となったため、「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、営業外費用の「消費税等調整額」に表示していた22百万円は、「その他」として組み替えておりま

す。
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(貸借対照表関係)

 ※１　関係会社に対する資産及び負債のうち、区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりで

あります。

　 前事業年度

（平成24年９月30日）

当事業年度

（平成25年９月30日）

  売掛金 718百万円 516百万円

  立替金 601百万円 647百万円

  短期貸付金 1,755百万円 1,013百万円

  買掛金 546百万円 778百万円

  未払金 495百万円 655百万円
 

　

　

２　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　 前事業年度

（平成24年９月30日）

当事業年度

（平成25年９月30日）

  当座貸越極度額の総額 6,000百万円 6,000百万円

  借入実行残高 －百万円 －百万円

  差引額 6,000百万円 6,000百万円
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(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　 前事業年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

給与手当 4,615百万円 5,099百万円

広告宣伝費 2,876百万円 7,703百万円

回収手数料 1,641百万円 1,880百万円
 

 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割合は概ね次のとおりであります。

　 前事業年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

販売費に属する費用 約40% 約53%

一般管理費に属する費用 約60% 約47%
 

　
　
※２　関係会社との取引に係るものが次のとおりに含まれております。

　 前事業年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

受取配当金 1,174百万円 102百万円
 

　
　
※３　関係会社株式売却益の主なものは、㈱サイバーエージェントFX株式の全株式売却に係るものが19,529百万円、㈱

Cygames株式の一部売却に係るものが6,791百万円であります。
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※４　減損損失

前事業年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1) 減損損失を認識した主な資産

　

場所 用途 種類

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア仮勘定

－ その他 のれん
 

　
(2)減損損失の認識に至った経緯

Ameba関連事業及びインターネット広告事業の一部のサービスにつきまして、当初想定していた収益を見込め

なくなったため、当該事業に係る資産グループについて減損損失を認識しております。

　
(3)減損損失の金額

ソフトウェア 246百万円

ソフトウェア仮勘定 10百万円

のれん 15百万円

計 272百万円
 

　

(4)資産のグルーピングの方法

当社は減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピングを行って

おります。

　
(5)回収可能価額の算定方法

当社の回収可能価額は使用価値を使用しており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため具体的な割引

率の算定は行っておりません。
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当事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1)減損損失を認識した主な資産

　

場所 用途 種類

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア仮勘定

－ 事業用資産 のれん
 

　
(2)減損損失の認識に至った経緯

Ameba関連事業及びインターネット広告事業の一部のサービスにつきまして、当初想定していた収益を見込め

なくなったため、当該事業に係る資産グループについて減損損失を認識しております。

　
(3) 減損損失の金額

ソフトウェア 1,245百万円

ソフトウェア仮勘定 0百万円

のれん 46百万円

計 1,291百万円
 

(4) 資産のグルーピングの方法

当社は減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピングを行って

おります。

　

(5) 回収可能価額の算定方法

当社の回収可能価額は使用価値を使用しており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため具体的な割引

率の算定は行っておりません。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

 (株)

増加

(株)

減少

(株)

当事業年度末

 (株)

  普通株式 － 7,383 2,258 5,125
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　　　　　7,383株

減少数の内訳は、次の通りであります。

　新株予約権の行使時における自己株式代用による減少　　2,258株

　

当事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当事業年度末

(株)

  普通株式 5,125 24,968 20,948 9,145
 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

取締役会決議に基づく取得による増加 　　　　　　　　24,968株

減少数の内訳は、次の通りであります。

取締役会決議に基づく消却による減少 　　　　　　　　20,364株

新株予約権の行使時における自己株式代用による減少　　　584株
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(有価証券関係)

前事業年度（平成24年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式

区分
貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

(1) 子会社株式 － － －

(2) 関連会社株式 471 959 488

合計 471 959 488
 

　

　

当事業年度（平成25年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式

区分
貸借対照表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

(1) 子会社株式 － － －

(2) 関連会社株式 471 2,476 2,004

合計 471 2,476 2,004
 

　

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 平成24年９月30日 平成25年9月30日

(1) 子会社株式 9,242 8,459

(2) 関連会社株式 136 69

計 9,379 8,528
 

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会

社株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　
前事業年度

（平成24年９月30日）
当事業年度

（平成25年９月30日）

繰延税金資産 　 　

  営業投資有価証券評価損 173百万円 101百万円

  未払事業税 116百万円 367百万円

  貸倒引当金 44百万円 213百万円

  投資有価証券評価損 162百万円 111百万円

  関係会社株式評価損 649百万円 979百万円

  固定資産減損損失 68百万円 343百万円

  ソフトウェア償却超過額 81百万円 235百万円

  未払金 262百万円 325百万円

  前受金 80百万円 71百万円

  勤続慰労引当金 37百万円 78百万円

  関係会社事業損失引当金 －百万円 285百万円

  その他 318百万円 320百万円

繰延税金資産小計 1,996百万円 3,434百万円

評価性引当額 △231百万円 －百万円

繰延税金資産合計 1,764百万円 3,434百万円

繰延税金負債 　 　

  その他有価証券評価差額金 △63百万円 △144百万円

  資産除去債務 △209百万円 △220百万円

繰延税金負債合計 △273百万円 △365百万円

繰延税金資産（負債）の純額 1,491百万円 3,068百万円
 

　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　

　
前事業年度

（平成24年９月30日）
当事業年度

（平成25年９月30日）

法定実効税率 40.69％ 38.01％

（調整） 　 　

  交際費等の永久差異 △2.31％ 1.42％

  住民税均等割額 0.15％ 0.06％

  法人税等の特別控除 △1.10％ －％

  評価性引当額 △6.29％ △0.66％

 連結納税に係る投資簿価修正等 －％ △16.88％

  その他 1.32％ △0.04％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.46％ 21.90％
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(企業結合等関係)

　連結財務諸表「注記事項 (企業結合等関係)」に記載しているため、注記を省略しております。

　

　

(資産除去債務関係)

　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　 前事業年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

１株当たり純資産額 393円55銭 559円90銭

１株当たり当期純利益金額 87円89銭 259円14銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
87円83銭 259円11銭

 

 (注) １．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。このため、

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

 ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

　
前事業年度

(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度

(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益金額（百万円） 5,691 16,358

  普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

  普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 5,691 16,358

  普通株式の期中平均株式数（株） 64,750,923 63,122,430

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額（百万円） － －

  普通株式増加数（株） 39,431 8,138

    （うち新株予約権）（株） (39,431) (8,138)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要

普通株式に対する新株予約権

766,000株

普通株式に対する新株予約権

870,700株
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(重要な後発事象)

（株式分割及び単元株制度の採用）

　平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、平成25年10月１日付で以下の株式分割及び単元株制度の採用を実

施いたしました。

　

(1) 株式分割及び単元株制度採用の目的

　全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、１株を100株に分割するととも

に単元株式数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

　
(2) 株式分割の概要

①分割の方法

　平成25年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を、１株

につき100株の割合で分割いたしました。

②分割により増加した株式数

　株式分割前の発行済株式総数 　　　　　 632,133株（自己株式9,145株を含む）

　株式分割により増加した株式数　　　 62,581,167株

　株式分割後の発行済株式総数　　　　 63,213,300株（自己株式914,500株を含む）

　株式分割後の発行可能株式総数　　　252,853,200株

③分割の日程

　基準日 平成25年９月30日

　効力発生日 平成25年10月１日

　
(3) 単元株制度の採用

①新設した単元株式の数

　単元株制度を採用し、単元株式数を100株といたしました。

②効力発生日

　平成25年10月１日

　
(4) １株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報については、以下のとおりです。

前事業年度

　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　393円55銭

　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　 87円89銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　 87円83銭

　
当事業年度

　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　559円90銭

　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　259円14銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　259円11銭

EDINET提出書類

株式会社サイバーエージェント(E05072)

有価証券報告書

106/118



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

　 銘柄 　 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱アイスタイル 400,000 221

その他（８銘柄） 45,387 25

小計 445,387 246

　 計 　 445,387 246
 

（注）上記のほか、営業投資有価証券としてその他有価証券の株式を93銘柄、3,280百万円計上しております。

　

【債券】

　

営業投資有価証券としてその他有価証券の債券を７銘柄、32百万円計上しております。

　

【その他】

　

　 種類及び銘柄 　 投資口数等
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資
（５銘柄）

　 　

GMO Venture Partners３ 
投資事業有限責任組合

10 100

その他（４銘柄） 16 63

小計 26 163

　 計 　 26 163
 

（注）上記のほか、営業投資有価証券としてその他有価証券の投資事業有限責任組合への出資を３銘柄、818百万円計上

しております。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 1,276 330 86 1,519 509 209 1,010

  工具、器具及び備品 3,622 1,680 70 5,232 3,183 1,173 2,049

  建設仮勘定 148 126 275 － － － －

  有形固定資産計 5,047 2,137 432 6,752 3,692 1,382 3,059

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  ソフトウェア 3,435 2,770
1,797
(1,245)

4,408 2,212 1,137 2,195

  ソフトウェア仮勘定 862 2,529
2,693
(0)

698 － － 698

  その他 55 4
48
(46)

11 10 3 1

  無形固定資産計 4,352 5,304
4,539
(1,291)

5,118 2,223 1,141 2,894
 

(注)　１　「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２　当期増加額のうち、主なものは以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　増床等　　　　　　　　　　　242百万円 

　　　　　　　　　　資産除去債務　　　　　　　　 87百万円

工具、器具及び備品　サーバー等購入　　　　　　1,576百万円

ソフトウェア　　　　ゲーム開発等　　　        2,770百万円

ソフトウェア仮勘定　ゲーム開発等　　　　　　　2,529百万円

３　当期減少額のうち、主なものは以下のとおりであります。

ソフトウェア　　　　ゲーム等　　　　　        1,797百万円

　
　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)

(百万円)

当期減少額
(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 120 586 25 94 586

勤続慰労引当金 98 121 － － 220

関係会社事業損失引当金 － 801 － － 801
 

(注)貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の金額は、前期計上額の洗替による取崩額であります。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類 　

  普通預金 14,613

  定期預金 2

  その他の預金 0

預金計 14,616

合計 14,616
 

　

ロ　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱バッファロー 2

合計 2
 

　
期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成25年10月満期 0

平成25年11月満期 0

平成25年12月満期 0

合計 2
 

　

ハ　売掛金

（イ）相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

ソフトバンク・ペイメント・サービス㈱ 1,727

㈱リクルートホールディングス 1,011

サントリーウエルネス㈱ 865

㈱ウェブマネー 276

㈱みずほ銀行 233

その他 7,644

合計 11,760
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（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)
─────
(A) ＋ (B)

 
× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

10,857 93,928 93,024 11,760 88.8 43.9
 

　

ニ　仕掛品

区分 金額(百万円)

  Ameba関連事業 58

  インターネット広告事業 57

  合計 115
 

　

ホ　営業投資有価証券

区分 金額(百万円)

  株式 3,280

  債券 32

  その他 818

  合計 4,131
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②　固定資産

　　関係会社株式

区分 金額(百万円)

（子会社株式） 　

    ㈱シーエー・モバイル 3,230

    ㈱ジークレスト 1,726

    ㈱パシャオク 500

    ㈱CyberX 450

    ㈱サイバーエージェント・ベンチャーズ 360

    その他 2,192

（関連会社株式） 　

    ㈱ネットプライスドットコム 471

    ㈱バンク・オブ・イノベーション 51

    その他 17

  合計 9,000
 

　
③　流動負債

イ　買掛金

相手先 金額(百万円)

ヤフー㈱ 993

グーグル㈱ 966

㈱電通 852

㈱ファンコミュニケーションズ 469

㈱ジェーピーツーワン 392

その他 4,869

合計 8,544
 

　
ロ　未払金

相手先 金額(百万円)

  ㈱CyberX 383

  渋谷都税事務所 149

  ソフトバンク・ペイメント・サービス㈱ 134

  ㈱博報堂 130

  ㈱渋谷マークシティ 85

  その他 2,002

合計 2,885
 

　
ハ　未払法人税等

区分 金額(百万円)

  法人税 2,857

  事業税 878

  住民税 571

  合計 4,306
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(3)【その他】

該当する事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株の買取り

　　取扱場所

　　株主名簿管理人

　　取次所

　　買取手数料

―

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。

ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日
本経済新聞に掲載しております。

公告掲載URL　http://www.cyberagent.co.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 平成25年８月29日開催の取締役会決議により、１単元の株式数を１株から100株に変更しておりま

す。なお、実施日は平成25年10月１日であります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第15期 （自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日） 平成24年12月17日関東財務局長に提出
 

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年12月17日関東財務局長に提出
 

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第16期第１四半期 （自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日） 平成25年２月１日関東財務局長に提出

第16期第２四半期 （自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日） 平成25年４月26日関東財務局長に提出

第16期第３四半期 （自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日） 平成25年７月26日関東財務局長に提出
 

　

(4) 臨時報告書

平成24年12月19日関東財務局長に提出 　
金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総

会における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

平成24年12月27日関東財務局長に提出 　
金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び19号（提

出会社及び提出会社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）

に基づく臨時報告書であります。

平成25年２月６日関東財務局長に提出 　
金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号、第12号及び

19号（特定子会社の異動ならびに提出会社及び提出会社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。
 

　

(5) 自己株券買付状況報告書

平成25年２月15日、平成25年３月14日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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平成２５年１２月１３日

有限責任監査法人トーマツ 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　猪　　瀬　　忠　　彦　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　  勢    志       元       ㊞

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

 

　
 

　

株式会社サイバーエージェント

取締役会　御中
 

 

　

 

　

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社サイバーエージェントの平成２４年１０月１日から平成２５年９月３０日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連

結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社サイバーエージェント及び連結子会社の平成２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サイ

バーエージェントの平成２５年９月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当

監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部

統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書

の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社が平成２５年９月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成２５年１２月１３日

有限責任監査法人トーマツ 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　猪　　瀬　　忠　　彦　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　勢　　志　　　元　　　　㊞

独立監査人の監査報告書
　

 

　
 

　

株式会社サイバーエージェント

取締役会　御中
 

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社サイバーエージェントの平成２４年１０月１日から平成２５年９月３０日ま

での第１６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会

計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社サイバーエージェントの平成２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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